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第７回 規制改革会議 農林水産業ＴＦ 

議事次第 

 

 

                          日   時：平成 19 年 11 月６日（火）９:28 ～ 12:23 

                          場   所：永田町合同庁舎４階 401 会議室 

 

１．開 会 

 

２．議 題 

 ○農林水産省ヒアリング 

  森林管理について 

   林野庁森林整備部計画課     課長  沼田 正俊氏 

   林野庁森林整備部整備課     課長  古久保英嗣氏 

   林野庁森林整備部治山課     課長  矢部 三雄氏 

 

  林業経営について 

   林野庁林政部企画課       課長  榎本 雅仁氏 

   林野庁林政部経営課       課長  高橋  洋氏 

   林野庁森林整備部計画課     課長  沼田 正俊氏 

   林野庁森林整備部整備課     課長  古久保英嗣氏 

   林野庁森林整備部研究・保全課  課長  渋谷晃太郎氏 

 

  森林組合経営の健全化等について 

   林野庁林政部経営課       課長  高橋  洋氏 

   林野庁森林整備部整備課     課長  古久保英嗣氏 

 

  木材の利用促進について 

   林野庁林政部木材利用課     課長  岩本 隼人氏 

 

３．閉 会 
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○事務局 おはようございます。それでは、始めさせていただきます。 

 昆専門委員が若干遅れると連絡がありました。 

 本日は９時半から 12 時半まで時間をいただいております。林業分野について、事前に当

方より質問事項をお送りさせていただいておりまして、それに基づく回答と意見交換をさ

せていただきます。 

 まず最初の１時間、「森林管理について」の質問について、約 20 分か 30 分で御説明い

ただきまして、その後、意見交換にさせていただきたいと思います。早速ですが、よろし

くお願いいたします。 

○沼田計画課長 林野庁の計画課長でございます。今日はよろしくお願いいたします。 

 それでは、早速でございますが、私ども、回答を用意させていただいておりますので、

そちらの方をごらんいただければと思っております。 

 大変恐縮でございますが、回答の資料をダブルクリップで開けていただきますと、一番

最後にカラー刷りがございますが、参考資料を用意させていただきました。と申しますの

は、森林管理につきまして、モントリオール・プロセスでありますとか、森林の区分の話

でありますとか、そういったものが質問項目にございましたので、ただ単に回答文だけで

もって御回答するよりもと思いまして、資料を用意させていただきましたので、回答文の

御説明に入る前に、この資料で簡単に御説明させていただければと思っております。 

 まず、この横のカラーコピー、参考資料の１ページをごらんいただければと思います。

まず最初に、モントリオール・プロセスというものがございます。モントリオール・プロ

セスと申しますのは、ここの左側に書いてございますけれども、森林経営の持続可能性を

把握したり、分析したり、評価するための基準・指標、基準がクライテリア、指標がイン

ディケーターでございますけれども、そういったものをつくり上げる、ないしはそれを実

際に適用する、そういったものに向けた国際的な取組みということでございます。 

 経緯から申し上げますと、1992 年の地球サミット、UNCED(国連環境開発会議)がござい

まして、そのときに、もう御承知のように、いわゆる持続可能な開発というのが大きなテ

ーマになったのですけれども、その中で森林分野についても議論がなされまして、「森林

原則声明」というものが採択されております。そのときの重要なキーワードが、いわゆる

「持続可能な森林経営」ということでございまして、それに向けて世界各国がいろいろな

動きを始めているということでございます。 

 その後、モントリオールで、ヨーロッパを除いた温帯林の 12 か国、カナダ、アメリカ、

日本等でございますけれども、そういった国々が集まりまして、共通の基準・指標の作成

というものを開始することに合意して、1995 年に７基準と 67 指標、今、ちょっと変わっ

ておりますけれども、そういったものを採択して、それぞれ国別に森林の状況を取りまと

めて、ある一定期間、レポートをつくりましょうと、そういったことで持続可能な森林経

営に向けて、各国、手を携えていきましょうというような状況になっております。 

 それがモントリオール・プロセスでございますが、世界的には、いわゆる地域イニシア
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チブでございますが、それが全体で９つございます。主立ったものとしては、モントリオ

ール・プロセスとヨーロッパにございます旧ヘルシンキ・プロセス、今はパンヨーロピア

ン・プロセスと言っておりますけれども、そういったものがいわゆる先陣を切っていて、

あと７つぐらいが続いているというような状況でございます。 

 基準・指標でございますが、右側に掲げておりますけれども、ちょっとグルーピングし

てございますが、要は、森林経営の持続可能性について、科学的かつ客観的に測定して、

分析して、評価する、一定の「ものさし」というものでございまして、大くくりしますと

３つに大別されます。 

 基準の１から基準の５までが森林の生態的な状況を把握していこうという、いろいろな

インディケーターから成っております。 

 それから、右側の緑でございますが、文化的、社会的ないしは精神的なニーズを把握し

ていきましょうというようなものが１つのグループ。 

 それから、下の方でございますが、法的ないし制度的、経済的な枠組みの整備状況を把

握していきましょうと、こういった基準・指標から成り立っているということでございま

す。今、まさに議論を重ねている段階でございます。 

 当初、モントリオール・プロセスの事務局はカナダにございましたが、今年の１月から

私ども日本が事務局を担っているという状況でございます。具体的な作業は、行政官が集

まった作業部会であったり、勿論これは研究者なども入っておりますので、そういったア

ドバイザリーグループでもって、いろいろな検討を重ねているというような状況にござい

ます。 

 参考資料の２ページでございます。森林の区分というのがございます。これは日本独自

のものと言っても過言ではないとは思っておりますけれども、森林の有する機能、多様な

機能がございます。水源のかん養でありますとか、土砂の流出、崩壊の防備とか、多種多

様な機能を持っておりますが、そういった森林の機能というのは、場所によって、箇所に

よって、濃淡はあると思っております。ただ、こういった機能というのは、濃淡があって

も重畳的に、なおかつ地域的にも錯綜して、そういった機能を有している状態にあるので

はないか。ただ、複雑だから何もしないとか、そういうことではなくて、やはり私どもと

しても、ここに整理してございますけれども、自然的条件でありますとか、地域のニーズ

とか、そういったもので、いろいろ機能はあるにしても、その中でも重視すべき機能とい

うものをもう少し明確化していきましょう、あるいは重視すべき機能に応じて、望ましい

森林の姿を提示して、よりわかりやすい行政といいますか、そういったものを進めていき

ましょう、そういったことを示すことによって、森林所有者がある程度の指針を得るとい

うこともございますし、地域住民の理解を増進していきましょう、そういったことで、あ

えて森林を３つに区分して、わかりやすく国民に示していきたい。 

 そういった３つの区分についても、いわゆる対話方式で、そういったものを明示してい

きたいというようなことで考えておりまして、大きく、水土保全林、森林と人との共生林、
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資源の循環利用林ということで、整備の考え方なり、施業の方向性というものを示してい

るというのが現状でございます。 

○八田主査 今の３区分は重複し得るんですか。 

○沼田計画課長 ３区分は重複を排除しております。森林の機能自体はそれぞれ重複をし

ておりますけれども、森林の３区分については重複を排除しております。 

 参考資料の３ページでございますが、御質問の中にも、例えば人工林でありますとか、

天然林でありますとか、育成林、天然生林、私どももいくつかの言葉を使い分けているの

かもしれませんけれども、そういったことがございましたので、あえて整理をさせていた

だきました。 

 左側に「人工林」「天然林」と書いてございます。これは植栽の有無、森林の状況を規

定するといいますか、端的に言うと、伐採するか、造林するか、そういったことで森林の

姿が規定されているのが大きいとは思っていますけれども、人工林というのは人が実際に

苗木を植えて成立した森林、天然林というのはそうでなくて、天然に種が落下したり、自

然に稚樹が生えてきたものということで区分をしております。 

 ただ、日本の森林面積は 2,500 万ヘクタールございますけれども、大体４割ぐらいが人

工林でございます。戦後復興期を初めとして、人工林を造成してきたわけですけれども、

資源の造成の段階から、更に健全な状態で育成、循環という質的な充実を目指すべき段階

になってきたということが１つ。 

 それから、同じ人工林でも、高齢、例えば 80 年とか 100 年とか、それ以上になりますと、

人手をかけたのは最初の 10 数年ということになりますので、かなり天然、自然力の要素が

入ってくる。 

 それから、人工林の中でも、天然力を活用して、例えば自然に広葉樹が生えてくるとい

うものを誘導していく、あるいは天然林の中でも、例えば笹生地などは、そのままで放っ

ておきますと、ある意味、植生の回復といったものは期待できないということもございま

すので、地表処理等をやる必要がある。そういった箇所がいろいろあるというような状況

でございます。 

 そういったことで、平成８年の基本計画でございますが、育成林と天然生林に森林計画

上、区分を変更しております。育成林と申しますのは、人為によって保育などの管理がな

される森林で、天然生林というのは主として自然力を活用したものということでございま

す。 

 それを、下の方で、人工林、天然林、それから、育成天然林、天然生林ということで区

分けしておりますが、現状、私どもが育成単層林と申しておりますのは、ここの図式で書

かせていただいておりますけれども、一度に一定のまとまりを全部伐って、その後、植林

するなり、天然力で更新する。杉の林、ヒノキの林、一般的な林でありますとか、あるい

は昔、薪炭に使ったクヌギ、コナラの森林がこういったものに当たろうかと思っておりま

す。 
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 育成複層林というのは、同じ森林の中で抜き伐りを繰り返すことによって、多段階、多

年齢の森林をつくっていこうということでございまして、基本的には植栽中心のものと天

然更新で成林しているもの、大きく２つあろうかと思っております。 

 天然生林という言葉は、主として天然力によって保全・管理する森林というようなこと

で、私どもとしては整理している状況でございます。 

 参考資料の４ページでございますが、森林計画の体系として、政府レベルから、国、県、

市町村、森林所有者まで、それぞれの段階で計画をつくって、森林の造成には長期間かか

るわけでございますので、齟齬が生じないようといいますか、一定の方向で誘導、森林の

経営がうまく助長できるような仕組みを採っているということでございます。 

 参考資料の５ページは保安林のもので、また後で治山課長の方から御説明させていただ

きますけれども、保安林そのものは、公共目的を達成するときに保安林として指定するこ

とができるわけでございますけれども、いわゆる行為の制限、例えば伐採でありますとか、

伐採跡地の植栽とか、そういった行為制限、それから形質変更の許可制というようなもの

を講じているということでございます。 

 簡単に御説明させていただきましたけれども、これから具体的な御質問に沿った形で回

答をさせていただければと思っております。 

 まず、１ページはモントリオール・プロセスの関係でございまして、森林計画制度がモ

ントリオール・プロセスに従って、どのように見直されたのかということでございますが、

森林計画制度そのものは、基本になる法律は昭和 26 年の森林法でございます。森林法の目

的の中で、「森林の保続培養と森林生産力の増進を図り、もって国土の保全と国民経済の

発展に資する」ということにしておりまして、森林法に基づく森林計画、従来から「持続

可能な森林経営の実現」というものを基本に、いろいろな役割を果たしてきたと考えてお

ります。 

 モントリオール・プロセス自体は、科学的かつ客観的な「基準・指標」を用いて適切に

把握して、そういったものを森林政策の企画・立案等に生かすということで、いわゆる世

界的な規模で持続可能な森林経営を推進していくという方向で取り組んでいるということ

でございまして、今、いろいろな意味で調査なり検討を重ねている段階でございますので、

今後、こういったものを是非生かしていきたいと考えているところでございます。 

 次のページでございます。現在の森林計画制度は、モントリオール・プロセスと整合性

があるのかということでございます。 

 先ほどもちょっと御紹介申し上げましたように、モントリオール・プロセス自体、我が

国が事務局として、かなり主導的な役割を果たしてきていると思っております。そういっ

たことで、基準・指標、基準は大きく言うと７つございますけれども、いろいろやってき

ておりますが、特に基準７で、法的、制度的、経済的な枠組みということになっておりま

すけれども、おおむね私どもの日本の森林計画制度の体系でも、きちっと対応していると

考えております。 
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 それから、３ページでございます。モントリオール・プロセスにはいろいろな基準・指

標がございますけれども、これらの森林の機能の発揮、それに基づく便益を評価基準とし

て法制度を整備することになっている、森林計画制度でも同様であると考えているのかと

いうことでございます。 

 若干繰り返しになりますけれども、モントリオール・プロセスの基準・指標、それぞれ

各国、森林の状況でありますとか、いわゆる自然条件、気象条件、社会的、経済的な状況、

いろいろ違いがあるのですが、持続可能な森林経営というものについての共通な理解、そ

ういったものを醸成していこう、あるいは持続可能な森林経営に向けた、いろいろな検討、

評価のための共通の枠組みを提供していきましょうということで、それぞれの国のいわゆ

る政策形成のための国際的な目安というものを提供しているということでございます。 

 私どもとしても、こういった中で継続的に森林資源に関してのモニタリングをやってお

りますので、その成果については今後、活用していきたいと考えているところでございま

す。いろいろな意味で運用改善もこれから出てくるかと思いますし、場合によっては、制

度的なものというものもあり得るとは思っております。 

 次の４ページでございますが、いわゆるモントリオール・プロセスで、いろいろな機能

を定量的・定性的に把握して、その推移をモニタリングすべきとされているわけですけれ

ども、モニタリングされているのか、その結果をどのように位置づけて反映させているの

かということでございます。 

 日本は、ある意味、リーダーシップを発揮しているつもりではございますけれども、平

成 11 年から本格的なモニタリングを実施しているということでございます。全国の森林、

１万 6,000 点ぐらいございます。日本全国を４キロメッシュで切って、そのうち森林に該

当するもの、大体１万 6,000 点あるわけでございますけれども、そういったものを幅広く

データを集めていく。 

 こういった結果というのは、事業実施の効果でありますとか、今、森林吸収源といいま

すか、地球温暖化防止の関係で、ほかの国に比べてかなりの森林吸収量を日本はいただい

ておりますけれども、科学的に説明していかなくてはいけないということもございますの

で、そういった意味で活用していきたいと考えているところでございます。 

 ただ、モニタリング自体は、１万 6,000 点、５年一巡ということでやっておりまして、

今、ようやく２巡目の最後の段階に差しかかっているということでございますので、デー

タの整備、分析を含めて、まさにこれからという段階にあろうかと思っています。 

 次でございますが、モントリオール・プロセスの関係で、各種事業の採択基準がモント

リオール・プロセスに従って見直されたのか否かということでございますが、まだまだこ

れからということでございます。 

 具体的な保安林の指定でありますとか、各種支援事業の採択というのは、ある意味、行

政的なものということでありますが、現時点では、モントリオール・プロセスで得られた

基準・指標というのは、まだデータを集めている段階、分析を始めようとしている段階で
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ありまして、指定基準そのものですとか、採択基準そのものの変更を惹起する、今はそう

いう状態ではないということでございます。 

 それから、６ページでございます。各種補助制度、何かしら森林に手を加えることに対

して補助がなされているということでございます。手を加えなくても機能を発揮するとい

うことについて、どうやっているかということでございますが、モントリオール・プロセ

スの中でも、厳格な保護を旨とする森林などの保護地域区分というのがきちんとされてい

るかどうかというものは、１つの基準・指標の中に入っているところでございます。 

 ですからということではなく、その前からやっているわけですけれども、森林計画制度

の中でも、原生的な自然とか、自然環境保全上、重要な野生動植物の生息・生育地である

森林、そういったものを森林と人との共生林に区分して、基本的には自然の推移にゆだね

る。ただ、必要に応じて適切な保育管理を図るというようなことを指導、助言していると

いうことでもございます。あと、制度的には、保安林制度等でもって措置をしている。 

 あと、国有林は国自らが持っている森林ということもございますので、森林生態系保護

地域でありますとか、いわゆる野生動物の保全という観点からの、いわゆる「緑の回廊」

ですとか、そういったものも設定しているということでございます。 

 それから、次のページでございます。森林の管理、森林の機能区分でございます。「水

土保全林」、「森林と人との共生林」、「資源の循環利用林」の３つに区分しているので

すけれども、それらに区分した根拠ということでございます。 

 先ほども若干触れましたけれども、森林は多様な機能を持っております。濃淡があって

も、重畳的に多様な機能を発揮しているということでございます。特に日本の場合は、狭

小かつ急峻な国土ということもございまして、一つの森林に高度に発揮すべき機能が併存

する場合が多いということでございます。 

 そういったことで、いろいろ難しい面はあるのですけれども、あえてそれぞれの森林の

中で重視すべき機能に区分して、望ましい森林の姿をお示しする。そういったことで計画

的な森林の整備・保全を図る上での指針としてやっていきたいということでございます。 

 ただ、区分に当たって、当面必要となる施業の類似性だとか、いろいろな社会的な期待

というものを勘案するということもございますが、３区分に当たっては、尾根筋でありま

すとか、沢筋でありますとか、そういった地形界を使いまして、一定のまとまりをもって

区分するようにしましょうと、私ども、「林班」という、住所みたいなイメージを持って

いただければと思いますが、「林班」という言葉を使っております。大体 50～60 ヘクター

ルございますけれども、そういった一定のまとまりでもって、こういった３つの区分をし

ている訳でございます。ある一定のまとまりで括っているというのは、実を言いますと、

日本の森林の所有形態は、内地の方の森林ですと、例えば一所有者あたり 0.5 ヘクタール

ぐらいの規模でございますので、余り細かく分けてもなかなかという問題がございまして、

ある一定のまとまりをもってやっているということでございます。 

 それから、８ページでございますが、３区分のそれぞれの目標林型ということで、これ
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は閣議決定されました森林・林業基本計画において示しております。 

 例えば、水土保全林ですと、樹木間の空間が確保され適度な光が差し込むことにより下

層植生が生育して、土壌に有機物が豊富に供給されている。それから、下層植生もあって

樹木の根が深く発達する。そういうことで土壌の保持能力が優れている。それから、水を

浸透させる土壌中の隙間が十分に形成されて、保水能力が優れた森林ということで、定性

的ではありますけれども、こういった形を示しているという状況でございます。 

 次のページでございます。３つの区分の森林の区分状況ということでございまして、数

字を掲げさせていただいております。水土保全林が７割弱、森林と人との共生林が１割強、

資源の循環利用林が２割という状況でございます。 

 それから、10 ページでございますが、よろしいでしょうか。３区分に区分けしているわ

けですけれども、それと同じように、育成単層林、育成複層林、天然生林の目標面積が定

められている。３区分に区分しているにもかかわらず、同じタイプの森林を目標としてい

るのはなぜかということでございます。 

 基本計画で３つの重視すべき機能に区分しているということでございますけれども、単

層林なり育成複層林、天然生林という言葉でございますが、施業に係る人為の程度なり、

森林の現状といいますか、階層構造といいますか、森林そのものの年齢構成といいますか、

そういったものに着目した区分ということでございまして、立地条件などに応じて取扱い

が異なるのではないかと考えております。 

 例えばということで書かせていただきましたけれども、水土保全林で、現状が育成単層

林に分類されているというようなところであっても、かなり荒廃したところということに

なりますと、森林土壌をちゃんと維持・向上させていくということからすると、単層林と

して、例えば木を植えたり、間伐をしたりということになると思いますが、成長させた後、

必要に応じて長期的に、例えば複層林へ誘導する場合もあるというようなことだろうと思

っておりますし、資源の循環利用林に区分された育成単層林の中でも、特に傾斜が緩いよ

うなところでは、単層林として管理を継続していく。あるいは傾斜が急ですと、やはり複

層林として誘導していくというような取扱いの仕方をしていくのではないかなと考えてい

るところでございます。 

 それから、11 ページでございます。天然生林の中に天然林が含まれているか否かという

ことでございますが、先ほども冒頭の参考資料で御説明させていただきましたように、天

然生林の方が概念としては狭いものでもございます。そういったことで、育成林と天然生

林というふうに区分けをしたということでございます。 

 ２の方に書いてございますけれども、昔の天然林というものにつきましては、人為の程

度によって区分しておりまして、１つは、自然の推移にゆだねて、主として天然力を活用

することによって保全管理していく天然生林というものと、人手をかけて、ある程度かけ

るということになりますが、育成複層林というものの、大きく２つに区分されていくとい

うことになろうかと思います。 
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 12 ページの⑥でございますが、水土保全林、森林と人との共生林において、天然生林の

目標面積が減少して、育成複層林の目標面積が増加しているということですが、その理由

でございますが、それぞれ、水土保全林でも、森林と人との共生林であっても、望ましい

森林施業というのはキチンとやっていかなくてはいけないと考えているところでございま

す。 

 育成複層林そのものにつきましては、３のところでございますが、例えば水土保全林の

天然生林で、笹の密度が高い森林、こういったものの状況に応じて手を加えていくという

ことが必要であろうと思っております。そういった意味で、天然生林の目標面積が減少し

て、育成複層林の目標面積が増加しているという状況でございます。 

 13 ページの⑦でございますが、育成複層林は木材生産が主目的で、天然生林は複層林化

ということなので、水土保全林の育成複層林は資源の循環利用林に移すべきという御意見

があるということでございますが、基本的に水土保全林に区分しました育成複層林という

のは、やはり水土保全を重視すべき森林ということで区分しておりまして、木材生産その

ものを主目的とするものではございません。 

 考え方として、森林というのは、一般的には林齢が高いほど、例えば山腹崩壊を防止す

る機能は高くなりますし、土壌の浸透能も、下層植生が多ければ大きいほど、林齢が高い

ほど大きくなる傾向にあります。そういったことで、いわゆる森林土壌の裸地化なり、か

く乱が少ない育成複層林施業というのは、水源かん養機能でありますとか、土砂の崩壊防

止機能でありますとか、そういった意味でも効果的な方法だと考えております。そういっ

た意味で、水土保全の中でも、こういった取扱いというのは重要になってくると思ってお

ります。 

 それから、14 ページでございます。木材の供給目標の関係でございますが、先ほど面積

のことを申し上げましたけれども、水土保全林の方が圧倒的に多く区分されているという

ことがございまして、その影響で絶対値としては木材の供給目標量が水土保全林の方が多

くなっているということでございます。 

 参考のところをちょっとごらんいただければと思いますが、ただ、全体の比率で見ます

と、今後ということになりますが、資源の循環利用林の方が木材供給というものの比率は

高まるというふうに考えております。 

 15 ページの⑨でございます。目標とする面積とか供給量からすると、３区分した意義を

見出しがたいということでございますけれども、確かに木材の供給目標量では、先ほど申

し上げましたような水土保全の量が高くなったりするわけですけれども、単位面積当たり

の供給目標量では資源の循環利用林が高くなっております。 

 また、森林と人との共生林に関して、大きく２つのタイプ、例えば原生的な自然環境保

全、それから、どちらかというと生活環境に近い部分というようなことで、大きく２つの

タイプがございますが、私どもとしては、大くくりするという意味で、森林と人とのかか

わり合いを１つにして括ったということで、森林と人との共生林というのを位置づけてお
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ります。 

 それから、４番目でございますが、こういった３つの森林に区分すること自体につきま

しては、市町村レベルで計画案を立てているわけでございますけれども、計画案そのもの

を公告縦覧もしておりますし、それから、意見の申立ての仕組みもございますし、申立て

等ございましたら、そういった過程を明確にするということで、できるだけ透明性を高め

て、いわゆる対話方式で決めている。また、こういった場面では、いろいろな関係者の協

議会というのも有効に、こういう問が出てくる訳ですので、問題が全くないということに

は、ならないのかもしれませんが、かなり協議会等を通じて合意形成を図っていただいて

いるのではないかと思っています。 

 それから、16 ページ、森林の区分ということで、いろいろあいまいではないかというよ

うなことでございますけれども、回答に書かせていただきましたけれども、例えばでござ

いますけれども、ダム上流域でありますと、水土保全機能が期待される森林、人工林など

も多いということもございますし、そういった中で、いろいろな伐期の、例えば 50 年生で

伐ろうとしていたのを 100 年ぐらいに延ばしていくとか、場所によっては抜き伐りして、

針広混交林化を図っていく等、いろいろな取組みが必要だろうと考えておりまして、そう

いった意味で、人工林とか天然林とか、そういった対応だけではなくて、いろいろな条件

に配慮した森林の区分というものを設定していく必要があるのではないかと考えていると

ころでございます。 

 それから、17 ページ、④でございます。モニタリング調査の結果を参考にして、各自治

体が地域内の合意形成を得ることを条件に選択すべきではないかということでございます

が、私どもとしても、こういった取組みについては、いろいろな施策に活用していきたい

に考えております。そういった意味で、先ほどの３区分で、いわゆる対話方式でやってい

るということを申し上げましたけれども、そういった中でも、そういった成果が、わかり

やすく森林を説明するツールとして利用できていけばいいなと考えているところでござい

ます。 

 とりあえず私の方は以上です。 

○矢部治山課長 18 ページからは保安林の問題でありますので、私、治山課長の矢部から

説明をさせていただきます。 

 18 ページ、保安林の種類でございますが、ここに掲げてございますように、１～17 まで、

17 種類の保安林の種類がございます。 

 19 ページでございますけれども、特に水源かん養保安林の指定について、指定を受けて

いる者と受けていない者が存在する、指定の基準があいまいであるというような指摘でご

ざいますが、保安林というのは、最初の資料でお示ししましたように、水源のかん養でご

ざいますとか、災害の防備、こういった公共の目的を達成するために、森林の機能を発揮

させることが必要という場合に、その森林を保安林に指定する。その根拠は全国森林計画

で計画量が出ておりますので、それに基づいて指定をするということでございます。 
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 水源かん養保安林について言いますと、下流における水利用の実態でございますとか、

洪水の危険性から見まして、水源かん養機能の維持増進によりまして、水質の保全とか、

水量の安定的確保を図る必要のあるものについて指定をしております。 

 具体的には、重要河川その他水害頻度の高い河川の上流、地形、地質、気象、従来の森

林の取扱い慣習、これは、要するに、昔から、あそこの山は水源林で伐ってはいけません

というような取扱いをしているようなところということでございますけれども、そういっ

たところについて、上流から指定をする。面的な広がりを念頭に置いて指定をしていくと、

こういうことでございます。 

 ただ、実態としましては、特に所有者の了解というものを前提にしておるということで

ございますので、制限がかかるということで、どうしてもだめだという方のところについ

ては、同意が取れない場合には指定ができないということでございますが、そういうとこ

ろについても引き続きそういった努力をしていくということであろうかと思っております。 

 続きまして、20 ページでございますけれども、資源の循環利用林以外は保安林の種類を

ベースに区分しただけのものと受け取れるという指摘があるということで、水土保全林、

森林と人との共生林のあるべき姿が描けると考えているのかということでございます。 

 機能区分というのは、森林のさまざまな機能について、そのニーズに応じまして、どう

いう森林を取り扱っていくか、そういうことをわかりやすく示す、こういうことでござい

ます。それに対しまして保安林というのは、その森林を将来とも維持するということを目

的としまして、行為制限をかける、こういう森林でございます。 

 更に保安林におきましては、木材の供給といった経済的機能に優先して、災害の防備、

水源のかん養、こういった公益的機能の発揮を第一義の目的としているということでござ

います。特に利用制限、それから財産に対する制限を伴いますので、その指定というのは

必要最小限としております。 

○八田主査 保安林は水土保全林とはオーバーラップしないんですか。 

○矢部治山課長 オーバーラップします。水土保全林の中にも保安林はございます。 

○八田主査 そうですか。そうすると、先ほどの森林の区分に応じた施策の方向という２

ページの区分とは全く別な概念ですか。 

○矢部治山課長 別の概念です。 

○八田主査 保安林自体は、森林と人との共生林にも資源の循環利用林にも入り込むこと

はあり得るということですか。 

○矢部治山課長 あり得ます。 

○八田主査 わかりました。 

○沼田計画課長 補足致します。保安林は資源の循環利用林には入りません。 

○八田主査 資源の循環利用林には入らないけれども、森林と人との共生林と水土保全林

の中には入り込む。しかも、水土保全林がすべて保安林であるというわけでもないんです

ね。 
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○矢部治山課長 そういうことです。 

○八田主査 わかりました。 

○米田委員 今、必要最小限の保安林指定とおっしゃいましたね。 

○矢部治山課長 はい。 

○米田委員 必要最小限でどのぐらいの面積があるんですか。その結果として。 

○矢部治山課長 今、いわゆる民有林で言いますと、森林の約３割でございます。 

○米田委員 全体では。 

○矢部治山課長 国有林も合わせますと５割弱。 

○米田委員 ５割弱で必要最小限の指定とおっしゃるわけですか。 

○矢部治山課長 やはり国が持っている国有林というのは脊梁地帯にございますので、我

が国の国土保全上、非常に枢要というふうに考えておりますので、国有林は８割強を保安

林に指定させていただいております。 

○米田委員 保安林の面積が日本の森林の中の過半を占めているのに、保安林はすごく重

要なものだから、必要最小限のところだけ押さえていますという表現は、どうも違和感を

感じるということを申し上げただけです。過半を指定していて、必要最小限だけ指定して

いますという表現がちょっと違和感を覚えます。 

○矢部治山課長 わかりました。要するに、一定の行為制限なり、権利の制限があるもの

ですから、考え方としては必要以上の指定はしないということになっているということで

す。余分なところは指定しないと、そういう表現ならよろしゅうございますか。 

 途中になりましたが、20 ページの４のところでございますけれども、森林の機能区分で

すね、これは所有者の自発的意思による適切な森林施業を推進する。保安林というのは、

公益目的のために指定をするものでございますので、行為制限を課すものです。両方相ま

って「国土の保全と国民経済の発展」に寄与すると、こういうことでございます。 

 続きまして、21 ページでございますけれども、機能区分や保安林指定の見直しについて

ということでございまして、保安林の指定により指定施業要件を課していると考えられる

けれども、水源かん養保安林、こういったものは、無理な皆伐をせずに、持続的な林業経

営を行っていけば、機能は自然と発揮されるだろう。したがって、皆伐した後に植林が放

棄されているようなところが増えている実態に対応するために、施業方法に一定のルール

を設け、その上で改めて保安林指定や機能区分を見直すべきだということでございます。 

 これに対しましては、一般の森林というのは伐採方法の制限でございますとか、更新の

義務を課すことは私権の制限になるので、できませんけれども、いわゆる森林計画制度で

きちんと指導をするという形での森林機能の維持というものを図っていくということでご

ざいます。 

 一方、保安林におきましては、先ほどから申し上げておりますように、属地ごとに指定

施業要件で、伐採の方法とか、その跡地の方法、植栽の義務、土地の形質の変更に対する

許可制とか、そういったものをやっておりますので、きちっと森林として維持はできる。



 

 14

それに対して、当然、損失補償制度、あるいは税制上の優遇措置といったものを講じてい

るということでございます。 

 保安林の伐採制限につきましては、その保安林の果たすべき機能が維持される範囲で最

小限の制限を加えるということが基本的な考えでございますので、水源かん養保安林の機

能向上を目的とする保安林におきましては、特に制限が必要な箇所を除きまして、一定面

積の範囲内で皆伐を可能としております。 

 ４番でございますけれども、機能区分につきましても、森林の有する多面的機能を高度

に発揮させる観点から、多面的機能のうち施業を行うに当たって最も重視すべき機能を所

有者の方々にわかりやすく示すために行っているものであり、今後ともそういったものの

適切な運用を図って、森林全体の管理を進めていきたいということでございます。 

 以上が森林管理についての御質問に対するお答えでございます。 

○事務局 ありがとうございました。 

 そうしましたら、御質問等、先生方、よろしくお願いします。 

○八田主査 例えば水源かん養機能を発揮させるために、どうしても皆伐してはいけない

という場所というのは、国の方で一方的に指定するんでしょうか。それともやはり話し合

いになんでしょうか。 

○矢部治山課長 保安林の種類のところ、18 ページをごらんいただきますと、水源かん養

保安林、あるいは土砂の流出防備保安林というのは、１本とか数本単位の森林を、その機

能を発揮させるために必要だというふうに位置づけているのではなくて、一定の流域的な

まとまりを森林として維持するということで、その保安林の機能を発揮すると、そういう

概念でございます。ですから、水源かん養保安林につきましては、その流域の中で水源か

ん養機能の発揮を侵さない程度の伐採というのはあり得るわけでして、その範囲で皆伐を

認めている。 

 具体的に言いますと、60 年でサイクルさせる森林であれば、全体の流域の 60 分の１、

これに総量規制をする、そういう形の皆伐を認めるということをやっております。そのほ

か、属地的な森林、そこの木そのものがなくなると、その森林の機能が発揮できないとい

うところについては、伐ってはいけない禁伐です。 

○八田主査 それは、例えば土砂崩壊防備保安林などというのはそういうものですか。 

○矢部治山課長 そうですね。傾斜の急な土砂崩壊防備でありますとか、飛砂防備もそう

ですし、その土地条件によって、１本、単体、単木的には伐ってもいいという制限をして

いるところもありますし、１本も伐ってはだめという制限をしているところもございます。

それは地形条件、自然条件で変わってくるということで、それはすべて指定施業要件で定

めています。 

○八田主査 例えば、土砂流出防備などというのは、林の密度が一定のところまでは大丈

夫だけれども、密度が余りに低くなると急速に危なくなっていく。しかもリスクが増える

ということだから、ここは伐ったらだめ、ここの線を超えたらだめというよりは、リスク
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が高まるにつれて、リスクが非線形で高まっていくという感じですね。 

○矢部治山課長 森林の状態によっても変わってきますが、保安林制度というのは、そこ

が森林であるということを将来的に維持する必要があるかどうかという、その線引きだけ

でございます。その森林の姿をどうしていくかというのは、先ほどそちらの方で説明しま

した森林計画制度で森林をきちっと整備していく、あるいは治山事業といって、全額公費

で森林をつくる事業があるんですが、どうしてもそこの所有者の方が自ら森林を整備でき

ないようなところについては、全額公費で森林を整備して、その機能が発揮できるような

形に持っていくという制度が別にございます。 

○八田主査 だんだん、森林密度が低下していくと急速にリスクが高まっていくというよ

うなときというのは、ある程度を超えると、伐採に対する一種の罰金として１本ずつ税を

かけていって、だんだん高くしていくことが考えられます。あるいはもう既にかなり危な

い状況にあるときには、植林に対して補助をするとか、どっちもあり得ると思うんです。

そういうようなタイプの価格メカニズムを導入した対応というのは余りなさっていないん

ですか。 

○矢部治山課長 保安林の場合は、その機能が発揮しないような伐採についてはさせない

という、法的にさせない。 

○八田主査 でも、先ほどおっしゃったように、ちょっとずつならば許せるのではありま

せんか。 

○矢部治山課長 ですから、面的な指定をする水源かん養とか土砂流出については、総量

規制をやっていますので、その流域として機能が発揮されるということを担保にします。 

○八田主査 リスクは、グラジュアルに高まるという考えではなくて、突如水害が起き出

すという考えですね。そこのところをもうちょっとスムーズにやることはできないだろう

かと思うんですが、そういう考えはないということですね。一応、前提としては、突如危

険になる、それ以内だったら全く安全である、そういう発想で今、やっていらっしゃる。 

○沼田計画課長 考え方としては、そこは許容限界というものを設定して、許容限界を超

えてはだめですよということをやっています。 

○八田主査 そうですね。だから、超えると途端に危険になってしまう、危険度は、半分

になろうと３分の１になろうと同じで、ちょっとでも変えたら危険だという考えですね。 

○沼田計画課長 いわゆる規制ですので、ある程度、どこかで線を引かなくてはいけない

ということだろうと思います。 

○八田主査 価格インセンティブをつけるというよりは、規制でやっているということで

すね。数量規制でやっているということですね。 

○沼田計画課長 保安林自体が、そういった多様な森林の機能について、いわゆる公共の

目的をちゃんと確保していくという思想に立ってやっておりますので、そこはきちんとや

っていかないと、ということです。 

○八田主査 ＣＯ２対策も、数量制限でぴしっとやるのと、環境税とか、排出権取引とか
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でやるのと２つあるんですが、おたくの場合にはまさに数量でもってやるという立場を取

っていらっしゃるということですね。 

○沼田計画課長 保安林とか、そういうところにつきましてはですね。 

○米田委員 なかなか複雑で、頭の中がよく整理できないんですけれども、モントリオー

ル・プロセスで、指標の方は１ページ目に御説明いただいておりますが、これらの指標を

もって、どういう森林区分がなされるのがよいという方向に今あるんでしょうか。 

○沼田計画課長 実はこれはカナダなり日本がかなりイニシアチブを取ってやっている、

いろいろな国際的な、いわゆる対話のプロセスではあるのですけれども、ちょっとそれる

かもしれませんが、ねらい自体は、UNCED で森林原則声明ができて、持続可能な森林経営

を世界各国がやっていきましょう、そうでないと、先進国はある程度、制度的枠組みがで

きているのですけれども、特に途上国などは全然森林管理が追いついてこないし、今でも

途上国の森林はかなり減少していますので、やはり地球環境全体のことを考えると、森林

管理、それぞれの国においてきちんと持っていきましょうね、そのためにも、まず先進国

が努力して、科学的にちゃんと説明できるような、いろいろなデータを集めたり、枠組み

を提供していきましょうね、というのが物事の発想でございます。 

 そういった中で、モントリオール・プロセス自体、こういった７つの基準で、指標が今、

64 ぐらいになっていますけれども、そうやって示しておりますけれども、ここの中で、実

を言うと、モントリオール・プロセスの中での森林生態系のタイプというと、例えば亜寒

帯性の針葉樹林でありますとか、ある意味、気象的な条件でもって分けている。各国との

話し合いの結果、そうなっているんですけれども、そういうふうな森林の、どちらかとい

うと原植生に応じたタイプ区分というものをやっております。 

 私どもが今やっている３つの森林の区分でございますが、こういった取組みというのは、

実を言うと、余りほかの国はやっていないというのが現状でございまして、あえて私ども

としては、狭い国土の中で機能がいろいろ重複しているので、政策を展開するにしても、

実際どうなっているか、評価は分かれるのかもしれませんが、わかりやすく、漠然として

いてもいいのかもしれませんが、ある程度の目標設定なり、定性的でも構わないから、こ

ういった方向で森林整備していくんですよ、ここの場所はというようなものをお示しをし

て、森林所有者などをそういった方向に引っ張っていきたいということで、３つの区分と

いうものを提示させていただいているということでございます。 

○米田委員 ということは、今、モントリオール・プロセスの事務局を日本が引き受けて

いるということなんですが、ここでいろいろ科学的に出てくる指標で、ある程度、科学的

な裏づけのある持続可能な森林経営のスタイルというのが恐らく出てくると思うんです。

その出てきたものと、従来ずっと日本にあるもので、森林法とか何かで歴史的に積み上げ

られた区分というのが必ずしも整合性の取れないところが出てくる可能性はありますか。 

○沼田計画課長 可能性は否定はできないと思います。ただ、どちらかというと歴史的な

り経験的なものを踏まえて今の制度というのはでき上がっていると思いますが、モントリ
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オール・プロセスというのは、できるだけ、国民全体、世界全体の人なりに客観的に示し

得るようなものを用意していきましょうということで考えています。 

 ただ、考え方としては、森林の生育、日本でも 50～60 年かかりますし、例えばヨーロッ

パなどの森林だと 100 年はざらですから、そういった時間がかかりますので、現時点では

いろいろな基準・指標というのを決めて、いろいろなデータを集めていきましょうね、そ

ういったデータを蓄積していって、何がしかのルールなり、こういった方向でやっていけ

ればいいなというのを、今、まさに模索していると、そういった現実でございます。 

 ターゲットは、実を言いますと、森林原則声明というのが、条約化の話もあったんです

けれども、途上国の権利もございまして、とてもできない。世界的な森林をキチンと管理

していく、保全していくために、例えば国連ミレニアム宣言というのが 2000 年にあります

けれども、そのときに、2015 年までにもう少し、国連全体ですけれども、努力していきま

しょうねという話もございますので、森林条約というのもあるんですけれども、そういっ

たものも 2015 年ぐらいを一つの目途といいますか、そういったものについて話を積み重ね

ていきましょうねという構造になっております。 

 そういった、いろいろな各国の話し合いのプロセスの中でも、モントリオール・プロセ

スなり、ないしはパンヨーロピアン・プロセスというのは、いろいろなデータとかを与え

てくれる性格のものだろうと思っております。 

○米田委員 いろいろあるのですけれども、保安林のときに、先ほど、こういう場合は全

額補助を出して森林整備をしていただきますというのがあったのですけれども、この場合

というのはどの場合だったのか、よく聞き取れなかったので、もう一度。 

○矢部治山課長 実は、森林を整備する手段としまして、通常は、森林所有者による林業

経営の一環として森林を整備するという方法がございますが、そうではなくて、保安林の

中で、森林所有者が自らの経営行為では整備ができないような場合で、その森林が著しく

機能を発揮できないような場合については、別途治山事業というのがございまして、これ

は国と県が折半をしてお金を出して、森林を整備するというものがございます。その話を

させていただきました。 

○米田委員 保安林に指定されると、間伐とか、整備のための補助率が上がるということ

はあるんですか。 

○矢部治山課長 森林整備事業上の優遇措置がございます。 

○古久保整備課長 造林関係の補助事業ですね。森林所有者が森林整備される場合、その

行為によって外部便益があるということで、公的に負担をするというのを補助しておりま

す。実質補助水準はいろいろな条件で政策的に操作しているのですけれども、保安林の中

で行う森林整備というのは高い評点をつけまして、補助水準を引き上げています。 

○米田委員 地方に行くとよく聞くんですけれども、保安林の指定をめぐっては、実は保

安林に指定される方が補助率が上がるので、できれば指定していただきたいという所有者

も中にはおられると。そういうことはありますか。 
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○矢部治山課長 そこが保安林として指定すべき森林と行政も思い、関係者もみんなそう

であるということであれば保安林に指定するということですから、単に補助率が上がるの

で、うちの森林を保安林にしてくれということでは保安林には指定いたしません。 

○米田委員 指定を検討している、実際、指定する機関というのは、各都道府県にあるん

ですか。 

○矢部治山課長 都道府県の場合と、直接国が指定する場合と両方ございます。 

○米田委員 あと、保安林の解除という問題も別にありまして、いろいろな開発計画の中

で、保安林を解除してくれというような要請が来た場合、必ずしも解除が、情報開示の下

で行われているという場合もあるんですが、中には地域の方々の総意というような中で、

いろいろな政治的な声の中で解除が行われるというような話も聞くんですけれども、その

辺はどうなっているんでしょうか。 

○矢部治山課長 解除につきましては、その保安林がもう保安林として機能を発揮しなく

てもよくなった場合、これは解除できます。もう一つは、公共目的で土地の形質を変更す

る、開発をするという場合もできますが、公的な場合も、そこでなければ絶対にだめだと

いう客観的な理屈づけがない限りは解除できません。そういったことをやって、更に世間

一般の方に公告をします。ここを解除しますという公告をして、関係者が異議がございま

せんかということをやり、異議がなければ、最終的には解除に至ります。政治家の力でど

うのこうのということはありません。 

○米田委員 今、何で保安林のことを申し上げているかというと、保安林が必ずしも科学

的根拠に基づいた指定ではないのではないかという意見があります。その中で、例えばモ

ントリオール・プロセスのような、いろいろな定点観測をなさる中で、もっと客観的に、

ここは保安林だというようなことが将来的に示せるのではないかという可能性が今、出て

いるのではないかと思います。その辺を将来的にどう整合性を取っていかれる予定がある

のかということをお伺いしたかったわけです。 

○矢部治山課長 保安林の指定につきましては、実は非常に古くから、我が国の場合は地

形が急峻で雨が多いということもありまして、ここの森林は伐ってはいけないという合意

形成の上に、禁伐林とかができてきました。 

 文書に残っているのは 676 年、天武天皇が飛鳥川の上流のこの山とこの山は伐ってはい

けませんというお触れを出したことに始まるんですけれども、災害の発生、あるいは飢饉

の発生、洪水の発生という自然災害と密着につき合ってきた日本人というのは、どこを守

っていく必要があるのかということをずっと考えながらつき合ってきたものですから、江

戸時代には、先ほど保安林の種類を並べましたけれども、ほとんどそのような禁伐林、伐

ってはいけない森林というのは日本全国形成されておりまして、そういったものをベース

に保安林にしてきたということでございます。 

 ただ、先生、御指摘のように、客観的に、ここの森林の機能がどうなっていて、保安林

として指定すべきという、そういう科学的な基準ができるのであれば、そういったものを
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使っていくということは非常に有効だと思います。ただ、現時点では、個々の森林すべて

条件が違っておりますので、なかなかそこを客観的に、すべて数字的に、科学的に検証し

て、保安林であるのか否かという峻別をするのは非常に難しいことではないかと思います。 

○八田主査 要するに、科学的にはやっていないんですね。伝統に基づいてやっている。

わかりました。外国ではどうしているんですか。 

○矢部治山課長 基本的に同じです。 

○八田主査 やはり科学的にはやっていない。 

○矢部治山課長 できないと思います。いろいろな試験はやっています。 

○八田主査 ヨーロッパでも補助金を出しているわけですか。 

○矢部治山課長 基本的には同じ制度です。 

○八田主査 補助金を出すときに、科学的な基準がなくてやるとしたら、これは実にあい

まいなものになると思うんです。私は素人だから、当然、科学的な根拠で国が指定してい

るものだと思ったから、今のお話には驚きました。要するに、保安林指定の仕方について、

実際にどういうふうにやっているかというのをもう少し詳しく、文書ででも、あるいは事

務局にでもお伝えいただければと思います。 

 事務局からもいろいろと御質問したいだろうと思いますけれども、その前に１つだけ。

３区分のときに、先ほどからも出ていたことですけれども、例えば材木をつくるところが、

林がたまたま保全にも役に立っているし、風景林にも役に立っているし、動植物の生息区

域であるということもあるだろうと思うんです。それから、基本的には材木は一切生産し

ないけれども、国がダムの上流を保全するためにつくっているような国有林がさまざまな

動植物の生息区域になったり、人々がピクニックに行ったりするようなことになると思う

んです。 

 したがって、この３つの区分を排他的にやるというのは、そもそも非常に難しい問題が

あると思います。ただし、保全林の考え方自体は、合理的に説明できると思います。保安

のためには、森林の所有者の自由に任せておけない、何らかの奨励なり禁止なりをしなけ

ればいけないと思うんで、指定の仕方をきちんと整備した上で、木材を製造しているとこ

ろにも、そうでないところでも、その指定をすれば、保安林規制だけで済むんではないか

と思うんです。 

 ２ページのように初めから客観的に区分がしようがないものを３つの種類に無理矢理区

分するよりは、そっちの方が合理的なのではないかと思うのですが、その点はどうですか。 

○沼田計画課長 この３区分ですけれども、実を言いますと、世界的に言うと、こういう

取組みをしているのは、日本と似たような国では、日本だけではないかと思っています。 

 例えばアメリカとか、人が住んでいるところと住んでいないところとはっきり分かれて

いて、ここはコマーシャル、ここは保全だというふうに、自然公園法の世界でも、いわゆ

る営造物公園と、そうでない、イギリスタイプのものとアメリカタイプのものと、大きく

２つに制度的には分かれると思いますけれども、国土が狭くて人口が稠密でというような
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ところになると、自然公園法自体もイギリスタイプのものを日本は導入しています。 

 そういった意味からしても、日本というのは森林についてはかなり機能が重畳的ですし、

錯綜している。そういった中で、あえて森林整備なり保全の方向性を示して、森林所有者

の皆さん、こういう方向に向かってやっていただけませんかねということで、ある意味、

助長の世界として、こういった区分をあえてやっているというのが現実だと思っておりま

す。 

○米田委員 では、何か行為制限はあるんですか。 

○沼田計画課長 基本的にはありません。行為制限とか、そういうものにつきましては、

法律で財産権の侵害になりますので、規定しないとできません。 

○八田主査 それは保安林だけだということですね。 

○沼田計画課長 そうです。ここの中に入っているから何か規制されると、そういうこと

ではありません。だから、私どもとしては、いろいろな森林、ある意味、国民全体の支持

を受けて、地域の人からも理解されて森林整備が進んでいかないといけないというふうに

思っておりますので、チャレンジングなのかもしれませんけれども、こういったものを導

入してやっていこうということです。 

 そしてまた、もう一つは、モントリオール・プロセスの世界で、いろいろなデータを集

めて、実を言いますと、森と人とのかかわりと言いますけれども、ある意味、森林という

のはどちらかというと人がなかなか入っていかない世界で、情報もほとんどないというの

が今までの状況、客観的な情報もない。今、ようやくそういったところに、ある意味、ど

この分野でもそうなのでしょうけれども、客観的な基準というのが言われてきております

ので、そういったものに少しでも近づけるようにはしたいというふうに取り組み始めたと

いう段階だと御理解いただけますでしょうか。 

○八田主査 事務局どうぞ。 

○事務局 済みません。時間もおしておりますので、１点だけ。21 ページに「伐採方法の

制限や更新の義務等を課すことは、私権の制限となる」とあったんですが、何人かの有識

者にお聞きしますと、海外においては、皆伐の実施後、植林をちゃんとルール化している

とか、そういった例もある。日本においてもそういったルールを導入すべきではないかと

いう意見をいただいたのですが、この御回答だと、そういったことは難しいということな

んでしょうか。 

○沼田計画課長 保安林の場合、植栽をしなければ更新、世代交代は困難であるというよ

うなものについて指定施業要件で植栽の義務がかかっています。それから、保安林だけで

はなくて、一般の森林の場合でも、伐採は基本的には届出制の対象になっておりまして、

民有林の場合ですけれども、市町村長が幾ら何でもと思ったものについては、伐採の変更

も含めて議論ができるような仕組みにはなってきております。そういった意味では、ちょ

っと変な言い方になるかもしれませんけれども、森林計画なり保安林の仕組みというのは、

外国の、いろいろな国があろうかと思いますけれども、制度的には日本はかなりしっかり
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している方だと思っています。 

○事務局 わかりました。 

○米田委員 最後に１つだけ。横長のカラーの資料の２ページ目ですけれども、勿論、森

林の有する機能なんですけれども、ここに書いてありますものが従来からずっと言われて

いたんですが、最近は各種新聞が一般の方にアンケート調査を取ると、ＣＯ２吸収という

のが一番大きく出てくるんですが、林野庁としては、新しく今、注目の集まっている森林

の炭素吸収の機能は、これから先、どういった形で盛り込まれていく予定なんでしょうか。 

○沼田計画課長 非常に重要になると思っています。実は、ここに列挙したのは、森林法

上、出てくる機能ということで書かせていただきました。 

○米田委員 今までの機能ですね。 

○沼田計画課長 はい、そうです。 

○米田委員 今、新たにＣＯ２吸収というのが重視されているわけです。 

○沼田計画課長 そこは大事だと思っていますし、少なくとも地球温暖化防止の関係で、

今日、新聞に 2006 年の排出総量出ていましたけれども、1990 年という基準年からすると、

2008 年から 2012 年、例えば 2010 年が中間年ですから、そこのところで６％減らさなけれ

ばいけないわけです。今はそれ以上に増えているわけです。その６％の中の 3.8 を森林吸

収でもってカウントするような仕組みになっていますので、現状のままではまだ難しいだ

ろうというふうに思っておりまして、ただ、京都議定書は国際約束ですから、そういった

ものを 2008 年から 2012 年までの間にきちんと果たせるように、いろいろな手だては講じ

ていく必要があると思っていますし、そのためにも、私どもとしてもいろいろな情報開示

しながら、国民の支持を受けて施策を打っていく必要があるだろうというふうに思います。 

○米田委員 ＣＯ２吸収ということは、どの区分が一番大事になるんですか。 

○沼田計画課長 木材の成長になりますので、循環利用林と、あと水土保全林だと思って

います。 

○米田委員 ということは、真ん中の森林と人の共生林というのは。 

○沼田計画課長 勿論、全部当たっているのですけれども、濃淡の具合からすると、資源

の循環利用林と水土保全林だと思っています。 

○米田委員 そういった新しい要素も加わってきますので、保安林は従前からある慣習的

なものが相当あるようですので、できれば、こういうモントリオール・プロセスとか、あ

とＣＯ２吸収とかで、もう少し情報開示した、透明な形の保安林制度ができるといいなと

思っております。 

○沼田計画課長 要するに行為制限をかけるわけですから、確かに客観的な基準というこ

とで望ましい姿を見せていくという手法としてのアプローチの仕方と、やはり財産権を制

限するという行為制限を加えるということで、そういった形のアプローチというのは、や

はり両方相まってということにならないと、現実の社会の中では、誘導の世界と規制の世

界で、両方持っていないと、なかなかうまくいかないのではないかと思っております。 
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○米田委員 森林環境税というのを今、各自治体が、多分、23 ほどが指定しておりますね。

それにつきましては、各県が自主的に使われるわけですか。あれは何か、こういった制度

の中で、ある程度、位置づけみたいなものは、大まかな位置づけはあるんですか。 

○沼田計画課長 今、23 県でございまして、来年の４月からあと２県増えて 25 県になる

んですけれども、基本的には県が自由裁量的に使えるお金ということになります。それで

もって、それぞれの都道府県が県の単独事業として森林を整備するものに使うという例の

方が多いです。ただ、いろいろな意味で、国庫補助なり、そういった事業の中で、都道府

県の負担分なり、都道府県が任意に出す分とかあるんですけれども、そういったものに使

っても何ら差し支えないということで、国の方から排除はしておりません。 

○事務局 よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

 引き続きまして、「林業経営について」の御回答をお願いしまして、その後、意見交換

といたします。時間が押していますので、御回答の方をスピーディーにお願いいたします。

よろしくお願いします。 

○高橋経営課長 最初に、経営課長でございます。森林組合とか林業労働力の関係を担当

しております。よろしくお願いします。 

 Ⅱの「林業経営について」の１の(1)から(4)までが、基本計画にある構造目標について

の御質問でございます。答えがかなり共通いたします。(1)の望ましい林業構造についての

論点ですが、答えの１に書いてありますとおり、基本法においては、効率的かつ安定的な

林業経営という概念と、それが林業生産の相当部分を担うと、そういう目標を立てており

ます。 

 ２のところにありますように、具体的には効率的かつ安定的な林業経営というもの、こ

れが林業経営体と林業事業体、要するに、林業経営体というのは大規模林家です。それか

ら、林業事業体というのは、森林組合や、その他の素材生産業者、これを合わせて、17 年

の 2,200 から 27 年に 2,600 に増加させる。それから、シェアについては、素材生産のシェ

アを５割から６割、造林保育のシェアを６割から７割に拡大するという目標を掲げており

ます。 

 注のところで、効率的、安定的な林業経営とは何かということで、個々の林家のような

場合には、その生涯所得が地域の他産業従事者並み、それから、林業事業体にあっては、

生産性の高い活動によって、それなりに人を雇用した上で、その経費を支出した上で利益

を確保できると、そういう考え方で設定しております。 

 以下、(2)につきましては、「林業生産組織の活動促進」というのは、今、申し上げた林

業事業体、森林組合その他、委託を受けて森林の施業・経営を行う組織の活動を促進して、

今、申し上げたような目標、生産活動シェアを目指すと、そういう意味合いでございます。 

 (3)も、「意欲ある林業事業体への施業の集約化」というのは、森林組合や他の民間事業

体に施業地を集約化していく活動ということで、その生産活動を集積するという意味では、

最初申し上げた目標と合致するものでございます。 
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 (4)ですが、目標数値などについては、今、申し上げたとおりです。１番に同じことが書

いてございます。それを進めるためにどういう政策を講じているかということについては、

これはまた後でも御質問ありますので申し上げますが、特に３番目の、我々は提案型集約

化作業と言っておりますが、そういう構造的な取組み、それから、低コスト作業システム

の構築、それと川上の供給と川下の需要を結び付けていくと、大きくこういう柱を立てて

支援策を講じているところでございます。 

○沼田計画課長 次に、林業経営の森林情報の関係部分でございますが、私の方から説明

をさせていただきたいと思っております。施業の集約に必要な森林情報をどの程度整備さ

れているかということでございます。 

 答に書いてございますように、民有林についての森林の情報でございますが、都道府県

において、森林所有者名でありますとか、森林の所在、場所、林況といいますか、森林の

状況、どういう樹種がどのぐらい育っているかとか、どのぐらいの大きさになっているか、

そういったものを含めて、森林簿というものを作成しております。その森林簿につきまし

ては、都道府県がつくります地域森林計画、市町村がつくります市町村森林整備計画、森

林所有者がつくります森林施業計画などの作成に当たって必要な情報として活用されてお

ります。 

 次のページでございます。そういった情報の閲覧が限定されているというような御趣旨

で御質問をいただいております。 

 私ども、都道府県段階で森林簿というものをつくっておりますけれども、ある意味、悩

みながらやっているという状況ですけれども、個人情報を含んでおりまして、提供に当た

って、基本的に都道府県における個人情報の保護に関する条例、これでもって取扱いがす

べて規定されているという状況になっておりまして、都道府県によって扱いが異なってお

ります。ただ、私どもとしては、都道府県ごとの取扱いの横の情報を提供して、できるか

ぎり施業の集約化に取り組む林業事業体にそういった情報提供が進められるように、そう

いった助言なり情報提供をしているという状況でございます。 

 28 ページでございますが、森林情報のオープン化ということでございます。これも先ほ

どと重なりますけれども、いろいろな集約化のために重要な情報というのがありますが、

個人情報という問題もありますので、先ほどの取組みを更に進めて、できる限り林業事業

体を含めた情報提供が行われるように協力していきたいと考えているところでございます。 

○高橋経営課長 引き続き、29 ページの(4)で、林業分野での利用調整の関係ですが、農

業と同じように、所有構造が小規模・分散、ただ、農業と違って、所有権、利用権まで移

転しなくても施業は集約できる、受委託関係でもできると思っております。 

 このため、２のところに４点ほど書いておりますけれども、ばらけている所有者に対し

て、まず施業提案という提案会を行う。 

 そのときに、特に大事なのは②だと思っていますが、大ざっぱな見積もりではなくて、

コスト分析をして、具体的に施業プランナーというものが収支の提案をしていく。そうい
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う人材の育成が非常に重要だと思っております。 

 その上で、長期施業受委託を結ぶことで、森林組合が先々もそこでの施業を担っていく。

実際に合意が取れれば、その森林の調査、測量、あるいはどれぐらい原木が出せるかとい

う情報が必要になりますので、そういった活動、これらを一括して支援する事業を仕組ん

でおりまして、この利用調整としては、こういうことを促進する必要があるというふうに

考えております。 

 (5)ですが、施業集約化に向けて地域ごとの協議会をつくるということについてはどうか

ということでございます。まさに今、森林組合が中心になって所有者への働きかけという

ことを進めさせているところですけれども、御提案のような協議会、関係者が集まる協議

会というのも、地域の必要に応じてそういったことを設置するということも有効と考えて

おります。 

 実際のところ、今、森林組合が進めていることも、例えば都道府県の行政部局や林業普

及員、あるいは関係するような土地を持っている林家とも協議しながら進めているとは思

います。ただ、いずれにしても、小規模な森林所有者を集めるという、非常に手間暇がか

かる作業ですので、そこは森林組合が本来的にやるべき中心としてあり、その際に関係者

とも十分協議しながらというふうに指導してまいりたいと思っております。 

○沼田計画課長 次に、林業経営の中で、広葉樹林化、長伐化の推進ということでござい

ますが、資源の循環利用林も対象としているかということでございます。 

 先ほども若干御説明しましたけれども、こういった森林の３区分、基本的には尾根筋だ

とか沢筋とか、そういった天然界を大くくりして設定しております。１つが 50～60 ヘクタ

ールぐらいというのが平均的なところ、一つの固まりだとは思っておりますけれども、そ

ういったこともございまして、立地条件によっては循環利用林であっても広葉樹林化、長

伐化を図ることが望ましい森林というものも入っておりますし、現実問題として、このペ

ージの一番下を見ていただければと思いますが、例えば尾根筋とか沢筋などの、主として

天然力を活用することによって健全な状態が維持されるし、必要に応じて適切な保育をや

るということでもございます。こういったところを中心に、例えば広葉樹林を導入して針

広混交林化を図っていく、そういったことは当然あり得るだろうというふうに考えている

ところでございます。 

 それから、32 ページでございます。どのような樹木を選択し、どのような期間で伐採す

るかは経営者の自由と、確かに一義的には森林所有者の判断にゆだねられるというふうに

考えております。 

 ただ、森林はいろいろな公益的機能を持っておりますし、また、そういった機能の発揮

が広く、例えば下流の住民全般に裨益するだとか、その機能の発揮自体がほかの場所に移

せないといったような問題もございます。ですから、私どもとしては、確かに自由である

のですけれども、やはり誘導していく必要があるだろうというふうに考えておりまして、

そういった意味で、森林計画制度なり、いろいろな補助事業の仕組みを使って誘導してい
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る。先ほども若干触れましたけれども、本当に必要なところについては規制をしていると、

そういったものと相まって施策を展開しているという状況でございます。 

○古久保整備課長 33 ページでございます。整備課長の古久保でございます。どのような

施業の体系、小面積皆伐、間伐、こういったものであっても、路網が必要かどうかという

ことでございます。それぞれ路網を整備することは必要だというふうに考えております。 

 次の 34 ページでございますが、安全で効率的な路網設計を指導できる人材が不足してい

るという指摘があり、技術者の育成が急務である、また、その技術者による路網整備のル

ール化が必要と考えるが、どうかということでございます。 

 先ほど、路網整備が必要だと申しましたけれども、特に戦後植えてきた人工林が利用間

伐の時代に入っていまして、ただ伐り倒すのではなくて、その材を搬出をする。そこで、

末端路網と申しますか、簡易な構造で森林の中に最後のアクセスをして、間伐木を効率的

に搬出をしていく、こういった路網の整備は非常に重要になっております。作業道、作業

路、こういったものになります。 

 こういった作業道、作業路の整備について、いろいろと工夫をする人もあらわれて、技

術の向上も見られますので、そういった先進的な技術をできるだけ広めていこうというこ

とで、現在、取り組んでおります。また、それをやるには人の育成が重要だということで、

いろいろ研修もしておるということでございます。これを急いでやらなければいけないと

いうことで、近々取り組んでいるところでございますけれども、技術的にはまだ進歩の途

中といいますか、過渡期というようなところもありまして、共通性の高い部分も広く、人

材育成だとか、普及だとかということに使いまして、様子を見ながら、きちっと基準みた

いなものが確立していればいいなというふうに現在、思っているところでございます。 

 現段階でルール化というのがどういうイメージでおられるか、ちょっとよくわからない

んですが、何かの資格制度とか設計を設けて、それでなければいけないという規制を新た

に設けるかどうかはちょっとあれなんですが、今すぐに何か厳格なものというのは特に考

えておらないということでございます。 

○渋谷研究・保全課長 続きまして、(3)でございますが、研究・保全課長の渋谷でござい

ます。よろしくお願いします。日本の林業機械の性能アップを図るべきという御意見、技

術的な側面からのお話ですので、私の方から説明いたします。 

 １にありますように、我が国の森林は、急峻で、非常にカーブがきつい作業路をつくら

なければけいないということであります。また、ちょうど今、間伐期を迎えておりまして、

主に中小径木の伐採処理をするのが現状、一番重要なことだということで、これまで小型

・軽量の既存のベースマシンを使って、アタッチメントといいまして、部品を替えること

で低コストな高性能林業機械を中心に開発・普及を図ってきたところです。 

 今、お話もありましたとおり、成熟期を迎えまして、また長伐期化ということもありま

すので、間伐後は大径木になってくるわけです。今後はこれらの森林整備に対応しまして、

高性能林業機械を開発することが必要であるため、今年度からですけれども、中大径木の



 

 26

伐採、造材、集材等に対応できる、小型で、かつ高出力のベースマシンをまずつくる。そ

れから、アタッチメントも大型化するようなことについて事業化を始めたところでござい

ます。 

 これによりまして、中大径木にも対応できる外国製の部品も使用が可能になるんではな

いかというふうに考えているところでございます。 

○高橋経営課長 次の 36 ページの(4)で、林業機械の導入についての補助制度のイコール

フッティングについてですが、現在、林業機械の購入については、１に書いてありますよ

うな交付金制度で、補助率３分の１ないし 40％程度のものを措置しております。事業協同

組合などのようなものではなくて、単独の企業体でも、例えば①にありますように、素材

生産量が現在 3,000 立米以上で、5,000 立米以上を目指すとか、そういう一定の規模要件

を満たすもの。あるいは②のように、長期施業受委託契約を締結して、その内容を公開し

ているといったような要件を満たすものは、単独でも補助対象にしております。 

 ただ、①のものは 19 年度から措置したというようなこともありまして、十分浸透してい

ないところがあったかもしれません。そういうことで、規模拡大とか集約化とか、そうい

う政策の一定要件は課しておりますけれども、単独で補助を受けることについては措置を

順次しているところでございまして、更に個々の事業体の育成というのは必要ですので、

必要な助成策の充実と、例えばリースについて、今、措置がないので、こういったものも

検討中でございます。 

○古久保整備課長 37 ページでございますが、造林関係の補助事業、補助金の算出根拠と

なる標準単価が実質がずれておって、助成率が規定された補助率を上回っているというよ

うな指摘があるが、検証しているかどうかというお話でございます。 

 造林関係の補助というのは、全国各地で、森林所有者ですとか、森林組合の方が、それ

ぞれの箇所の手入れをする、間伐は何々をする、それに対して補助をするということでご

ざいますので、非常に多数の人たちに少額の補助事業を一回一回発動するという特殊な形

態になるわけでございまして、それぞれ箇所ごとに設計、積算をするような事業の発注と

は異なりますので、標準的な単価というのを設けております。 

 この標準単価ですけれども、それぞれの地域の一般水準の技術で十分成果を期待できる

ような単価を知事が定める。その標準単価が実態と乖離してしまいますと、実質補助率が

想定したものより上がったり下がったりということになりますので、県に対して適時適切

に見直しをして、乖離をしないようにということで、特に近年は、これは公共予算なもの

ですから、公共事業のコストダウンというようなことがあって、技術開発的な問題も含め

て、絶対高く外れることはないようにということで、かなり厳しく指導をしておりますの

で、それなりに県の方ではやってくれているというふうに思います。 

 県でどういうことをやるかというと、森林組合ですとか、実際に実績のある事業体に対

して実行経費を調査をする。それから、歩掛等についても調査をして、状況によって変え

るというようなことでございます。一定の条件のところについては標準の単価を当てます



 

 27

ので、ある程度ばらつきがあるものを一つのグループにしています。ですから、実際に、

ある場所では少し安く上がった、ある場所で高く上がった、その平均のものを出すという

ことで、多少のばらつきはあると思うんですけれども、多くのまとまりで上回っていると

いうようなことについては、余り聞いておりませんので、更に何か情報があれば、あって

はならないことで、適切に対応していきたいと思います。 

 次に、38 ページでございますが、補助金について、造林関係の補助についてということ

でございますが、造林伐採などの個別の作業を対象にするのではなく、経営改善計画の策

定やその実績を対象として、経営者の育成につなげていく必要があるんではないかという

ことでございます。 

 先ほど申しましたが、造林関係補助事業、公共事業としてもやっているわけでございま

すが、森林を整備していただくことによる外部効果、便益ということがあって、それで公

的に費用の一部を負担する。本人の財産形成でもあるんですけれども、そういう性格を持

っているということでございますので、それぞれの森林でどういう整備が必要かという内

容に応じて、これを補助をするということでございまして、造林関係、この事業を経営者

の育成と直接つなげていく、事業者のために工事をするみたいな発想にはならない。ただ、

必要な事業をするに当たって、経営の安定その他、そういうものを阻害しないと、こうい

う配慮はあろうかと思いますけれども、実際には地域の方を通じてやっておられるという

ことでございます。 

 なお、経営者の育成ということに関しては、また別の観点から必要な施策ということで、

施業の集約化ですとか、生産方式の合理化によるコストの低減ですとか、そんなことはや

っているということであります。 

○高橋経営課長 次に、６番の(1)でございます。新規参入についての支援ということで、

これも端的に申し上げますと、森林組合、あるいはそれ以外の事業体、他産業からの参入

も含めて、林業への参入ということについて、制度的な参入障壁自体はないのではないか

と思っております。 

 実際、私も森林組合を担当しておりますが、他の事業体の支援ということも同様に重要

だと考えておりまして、例えば、実際問題として、森林整備技術に関する研修を新規参入

者に対しても行う。例えば、新規就業者を雇ったときの研修というのも、緑の雇用という

ことで、新規参入の事業体であってもやれるようにしておりますし、また、都道府県の林

業労働力確保支援センターというのがありますが、そこでの研修というのも新規参入者も

含めて実施しているというふうに聞いております。 

○榎本企画課長 続きまして、40 ページ、企画課長の榎本でございます。新規創業に関し

ます創業支援融資というようなものが制度化されているのかという点でございますけれど

も、１つは農林漁業金融公庫の林業関係資金、これによりまして森林資源の造成や林業機

械の導入などにつきまして、貸付けを行っているところでございます。 

 新たに素材生産業に参入することが確実であるというような者に対しましては、公庫資
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金の利用が可能となっております。 

 もう一点、経営改善を目的として先駆的な取組みを行う場合には、林業者、木材産業事

業者に対しまして、林業・木材産業改善資金が貸せるようになっておりまして、実際上、

新規創業の際の機械、施設の整備ですとか、技術検査に必要な研修事項のための経費、そ

ういったようなものを無利子で貸しているところでございます。 

 そのほか、信用保証制度の関係でございますけれども、これにつきましては、独立行政

法人の農林漁業信用基金が行っておりまして、新規創業をする者に対しても債務保証を可

能としております。 

 これらの３つにつきまして、それぞれ制度上、可能となっておりますとともに、実際上、

最近の状況を見ますと、土木業者ですとか、そのほか、設計業者、あと運輸業者などに対

します新規参入に際して、これらの新規融資なり保証が行われている実績が上がってきて

いるところでございます。 

 債務保証につきましては、特に所要の審査が必要となりますけれども、保証料につきま

して、政策的には低い水準で抑えて、新規参入の方々も含めて、林業改善資金等の貸付け

がしやすくなるように措置しているところでございます。 

○高橋経営課長 次の 41 ページ、マーケティングについてですが、特に今、販売という意

味では、国産材の供給がロットがまとまって安定的になっていないというのが大きな流れ

としては問題だと思っております。 

 それを克服するということで、３番に２点書いてございますが、要するに、川上の関係

者が集まって、これだけの量を安定供給できる用意があると、そういう情報を提供すると

いう活動を今年度、47 都道府県のうち、ほとんどでそのための協議会をつくって開始をし

ております。 

 それから、それを受けて、②のところですが、具体的に需要者との結び付きをやるとい

うモデルコーディネーターの活動支援ということも始めております。大きな材の流れとし

ては、こういった形で安定供給につなげていきたいというふうに考えております。 

○渋谷研究・保全課長 続きまして、42 ページです。品種開発についての御質問でござい

ます。現在、木材の新品種の開発につきましては、独立行政法人森林総合研究所を中心と

して、公的機関において主に行われております。また、民間の企業の品種開発に関しての

参入については、特に制限はございません。 

 なぜ公的機関が主体になっているかというのを２のところに書いてございますが、林木

の品種開発は野菜等と違いまして開発に非常に長い時間がかかるということや、事業地の

確保、素材とか技術レベルの長期的、安定的な確保の維持が必要であるというような特殊

な事情がございまして、なかなか民間が投資をして、それに見合った利益を回収すること

はできず、経営リスクが大きいということで、大手の一部の民間企業が行っている事例は

ありますけれども、参入は難しい分野であるということでございます。 

 続きまして、43 ページですが、マーケットニーズに対応した品種改良、特に育林期間が
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長くかかるということで、短縮できないかというようなことでございますが、主に我が国

の主要樹種はスギ、ヒノキでございますけれども、ポプラなどと比べて成長は遅いものの、

年輪幅が狭いということで、逆に木目に風合い感があるというようなことで、強度も強く、

建築部材としての強度を有しているということでございます。 

 仮に、この育林年限を短縮した場合、年輪幅が広がるということが起こりますので、強

度低下、あるいは小径材の生産ということになって、品質劣化を招く恐れがあるというこ

とで、国際競争力を強めることと逆行する恐れが出てくるであろうと思います。 

 また、森林は、木材生産機能以外にも国土保全とか水源かん養、あるいは地球温暖化の

防止などの公益的機能を有しておりますので、こうした多面的機能を十分発揮する必要が

ございます。 

 このために、現在、形質とか材質の優れた品種、あるいは初期成長が早く、下刈り等の

保育作業の省力化品種、あるいは二酸化炭素を吸収する力が強い樹種の開発に取り組んで

いるところでありますけれども、こういったものを進めていくことで、逆に育林期間の短

縮をすることができる方向にもつながっていくのではないかなというふうに考えていると

ころでございます。 

○榎本企画課長 続きまして、44 ページの山林の相続税の関係でございますけれども、山

林の相続税に関しましては、林業の特性を踏まえた、いろいろな措置が講じられています。

１つ、評価の面におきましては、保安林について、伐採制限で禁伐などがかかりますので、

最大 80％の控除ができるようになっております。 

 また、立木価格につきましては、時価の 15％を減額して評価する形になっております。 

 そのほか、施業計画ということで、森林法に基づいて計画的な施業を行う場合につきま

しては、５％の減額が講じられているところでございます。 

 また、資金がない、長伐期することになったというようなことで延納を行うような場合

につきまして、延納期間の延長。普通ですと延納５年まで認められているものを、林業の

場合、20 年、または 40 年。また、延納利子税につきましても、通常ですと数％かかるわ

けですけれども、それを 0.7％といった特例措置が講じられております。 

 また、林業価格に関しましては、評価の大幅な見直しを行いまして、幼齢立木の評価に

つきましては、大体２分の１程度に低減を図りました。純山林については、今までもそう

だったんですけれども、開発期待益のようなものが評価額に入らないような措置を講じた

りしているところでございます。 

 このように、山林については、いろいろ林業の特性を踏まえた見直しを行って、経営実

態が反映されるような林業税制をつくってきているところでございます。 

 農地でございますけれども、農地につきましては、農業として絶対使う場合には、転用

規制なり、取得・譲渡の規制をかけまして、転用期待益に課税されないようにしていくと

いう制度が別途取られておりますけれども、林業につきましては、そもそも純山林などで

開発期待益を排除しておりますし、また、転用、取得・譲渡等について、農地等の規制と
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仕組みが違っておりますので、同等の相続税の納税猶予制度の実現というのは難しいんで

はないかというふうに考えております。 

○事務局 ありがとうございました。 

 では、お願いします。 

○八田主査 私、今日は途中で退席しなければいけませんので、最初に伺います。 

 まず、森林簿なんですが、公開を県に任せないで国でやるということもあり得るんでは

ないかと思うのは、県を越えて集約化をするということも必要だろうと思うからです。ほ

かの県の人にとっても必要なんだから、これを県ではなくて、国がインターネットで公開

するということは考えられないんでしょうか。 

○沼田計画課長 森林簿自体、なぜ都道府県レベルでやっているかということでございま

すが、ある意味、森林計画制度の体系に依拠している部分はあるのですけれども、国が全

国の森林計画をつくって、都道府県の区域を分けているところは勿論ありますけれども、

都道府県区域の中で何か所かに地域森林計画というものをつくっているということがござ

います。それは国が施策の方向を示すということもありますし、実際に民有林の世界で言

いますと、都道府県知事がいろいろな行政的な役割を果たすということが必要になってく

るかと思っております。そういった意味で、そこで森林簿をつくっているということでご

ざいますが、実を言いますと、先ほどもちょっと申し上げましたけれども、いわゆる個人

情報の取扱いが、都道府県とか、そういったところで条例で規定されている。 

○八田主査 国が出してしまえば、それをバイパスできるんではないですか。特に国交省

は、例えば住宅の売買に関する情報というのはかなり詳しく出しています。やはり情報の

公開の意義の方が、個人情報を守ることの意義よりもはるかに大きいと解釈しているから

だと思います。それをインターネットで見ることができます。国交省のシステムはこの規

制改革会議で押しに押してできました。その時にも、最初は個人情報の保護のために難し

いと言われましたけれども、最後には実現しました。森林簿も国でということで是非御検

討願いたいと思います。 

 それから、伐採補助の正当化の理由は何でしょうか。補助金を出していると理由ですね。

どういう公共目的に沿っているということなんでしょうか。 

○古久保整備課長 造林関係補助で伐採に対して補助がされる場合というのは、それがそ

の森林、残った森林の機能を将来にわたって維持する上で必要な行為である場合です。だ

から、ばさっと全部伐ってしまうというのは補助金は出ません。 

○八田主査 勿論わかります。だから、保安林のように特定の公益的な目的がある場合に

はよくわかります。それ以外のときに、基本的には個人で経営しているところに補助金を

出す理由は何なのでしょうか。 

○古久保整備課長 保安林に指定されていないところも、森林は公益的な機能を有してお

ると、それを高める。 

○八田主査 その公益的というのは何ですか。保安以外の公益的目的というのは何ですか。 
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○古久保整備課長 水源かん養ですとか。 

○八田主査 それはどっちみちあるわけでしょう。 

○古久保整備課長 その森林を健全に維持することによって、高度に発揮させるわけです

ね。 

○八田主査 保安林以外のところの補助についての正当化についても明確なソフィスケー

ションをいただきたいと思います。 

 最後に、さまざまな誘導補助事業が、例えば 32 ページにも論じられています。低層密集

住宅を集約化を図るときに、昔だと国が、公団や何かがやったんですけれども、今は民が

やっていますね。例えば森ビルが六本木ヒルズをつくるというようなことは、大変な集約

作業をするんですけれども、民がやっている。 

 だから、最終的には民が集約すれば大変な利益が得られるわけです。それに対して、例

えば森林組合に何らかの優遇的な措置を与える理由が余りよくわからない。それはなぜで

しょうか。集約作業をするのは勝手にやればいい。いろいろな計画をつくるんなら、民間

のコンサルタントがやればいいわけで、それに官が口を出すと、民業を圧迫するのではな

いかと思うんです。 

 昔は住宅についても全部、官が民業を圧迫していたわけですけれども、今は民業ができ

るようになった。それの先例を見ますと、どうも林業でも、民主導の余地があるんではな

いかなと思うんです。 

 ちょっと、申し訳ありません。記録は後で読ませていただきます。 

（八田主査退室） 

○昆専門委員 先生の１番目の質問に関連してなんですけれども、これは個人情報保護法

が出てくる以前は公開されていたんですか。 

○沼田計画課長 公開といいますか、必要に応じて見ることはできたんですね。 

○昆専門委員 同時に、これはイコールフッティングの問題と、後から出てくる森林組合

経営の健全化の問題に非常にかかわってくるんですけれども、あるいは創業支援のところ

でも規制はないという話なんですが、実は、この情報公開の部分で、これが森林組合のと

ころだけ見られる、あるいは民間の林家の方が、意欲ある林家の人たちがそれを進めてい

くのに非常に制約になっていたりということが、まさに森林組合と民間の林家、経営意欲

のある林家とイコールフッティングでできていない。そのことが逆に言うと、先ほど八田

主査が御指摘になっておられた、民間の力といいましょうか、あるいは旧来の森林組合に

お任せしていることが、実は新しい方向性を伸ばしていくのに、むしろ制約になっている

ことがあるんではないだろうかというようなことも感じるんですが、いかがですか。 

○沼田計画課長 まず、森林組合が官か民かという話なのですけれども、私どもとしては、

例えば補助とか、そういった部分、森林組合だからといって優遇しているとか、そういう

ことを意識的に思っているわけではないということは御理解いただければと思います。 

 まず、情報公開の話ですけれども、従来からは、必要があれば見られたという世界があ
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るのですけれども、個人情報保護法の関係がございまして、当初はかなり都道府県きつく

やりまして、それを横の情報を取って流して、だんだんそれが緩くなってきたというのが

実態でございます。 

 県の方は、要するに、実態問題として、市町村には勿論かなり流しています。ほとんど

情報を流していると言ってもいいと思います。あと、森林組合も、ある程度のところは流

している。それは森林所有者の協業体というようなこともあるんです。事業体の方が流し

ていないというわけではなくて、個人情報保護法の規定の中でやっている県というのはか

なりございます。でも、森林組合に行っている率よりはちょっと落ちているというのが実

態ではあろうかと思っています。 

 ただ、そういった中で、問題は、森林組合まで情報が行っていたら、森林組合というの

は、ある意味で森林所有者さんの集まりですから、そこに林業事業体が行って、いろいろ

な話し合いを重ねるということで、いろいろな森林情報というのは多分、得られるだろう

と思っていますし、集約化の意味でも、地元の森林組合、林業事業体が、いわゆる協同し

ていろいろなことに取り組むというのは意味があるだろうと思っています。 

○昆専門委員 先ほど課長が、悩ましいというような話を、この情報公開でされましたが、

悩ましいという認識はお持ちなんですね。 

○沼田計画課長 森林情報については個人情報保護法の規定が、四角四面に取り扱われて

いるという面があります。 

○昆専門委員 森林組合に事業者が行って、林家が行って相談したとしても、農業でもあ

ることですけれども、既にできている森林組合、そういう組織というものが、現在ある特

定の組織としての利権と言ったら言葉が悪いでしょうが、ものを守るために、実は、意欲

あるそういうことを排除してしまうような状況というのが現場的にはあるという話を伺っ

ているんですが、そういうことも含めて、越えていけるような状況が必要ではないかなと

思いまして、今のようなことを申し上げたんです。 

○沼田計画課長 ある意味、今の時期というのは、今までは木材の自給率がどんどん下が

ってきて、暗い世界だったわけですけれども、いろいろな世界の森林整備の状況なり、そ

ういったものが、少しずつかもしれませんけれども、上向き、明るい兆しも見えてきたと

いう段階なので、今、この時期にいろいろな施策を打って、ある意味で離陸できるような

ことをやっていく必要があるんだろうと思っています。 

 そういった中で、森林組合も、問題が全くないというわけではないんだろうと思います

けれども、非常に意欲的に取り組んでいる森林組合もございます。だから、ある意味で地

域ごとの能力と言ったら非常に語弊があるのかもしれませんけれども、そういった優秀な

感覚を持った、経営的な感覚を持った人がどこにいて、どういった方法でやっていくかと

いうのは、林業の活性化なり地域振興なりにかなりかかわっているんだろうと思います。 

 だから、森林組合にそういった人がいてまとめれば、森林組合中心で離陸していくわけ

でしょうし、そこで事業体の人がいたら、事業体の人が離陸できるということをやってい
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けばいいのだろうとは思っています。 

 ただ、問題は、事業体の人が、森林組合ともし仮に対立しているような構造があるとす

れば、そこはある意味、地域の中で、いろいろな行政にかかわる人もいるでしょうし、林

業事業体、森林組合、いろいろな事業体も幾つかあるんだろうと思いますが、そこはそれ

ぞれの地域の中で、いろいろな協議会も具体的に私どもとしては開くように言っておりま

すし、そういった中で皆さんがそれぞれ話をして、いい方向に行けばいいんだろうと思っ

ています。問題は、田舎ですから、なかなか面と向かって言いづらいというのは確かにあ

るのかもしれませんけれども、そこはある意味、乗り越えていかないと、新しい、飛躍す

る世界というのは出てこないだろうと思っています。内にこもっていてはいけない。 

○米田委員 幾つかあるのですけれども、まず、森林情報のところでは、質問の中には「森

林情報（所有者、境界）の整備について」というふうに書いてあるんですが、お答えの方

には、境界があいまいであるという問題が余り取り上げられていないように思いますが、

今、境界があいまいであって、しかも境界を知る古老の方々が年を取ってだんだんおられ

なくなるという中で、境界線の確定につきましては、林野庁としてはどういう政策方針を

持っていらっしゃるんでしょうか。 

○沼田計画課長 大変失礼いたしました。いわゆる境界の確定というのは、いろいろな森

林整備をやるにも必要不可欠なことです。どこまでが自分の土地、森林かわからないと、

そこに手がかけられないという実態がございます。そういったことで、境界確定につきま

しては、基本的には土地の所有の線引きの話でございますので、国交省の方で、いわゆる

地籍調査というものが事業としてやられております。そういったことに協力をするという

こともございますし、また、そういった範疇の中で、森林組合などが特別にモデル的に事

業をやって、双方立ち会いのもとに境界を実態的に確定していくというのもございます。 

 それから、もう一つは、林野庁の中では、実は森林施業計画という森林所有者が立てる

計画があるのですけれども、そういったものをきちんと立てている者については、いろい

ろな日常的な森林整備に対する活動を支援するという意味で、交付金的なものが若干では

ありますけれども、出るような仕組みになっておりまして、そういったことで日常の見回

り等を通じた境界確定ということには努力しているつもりではございます。ただ、いかん

せん母集団がかなりございまして、なかなか手が回っていないというのが実情ではござい

ます。 

○米田委員 それから、29 ページで御説明いただきました、いわゆる森林施業プランナー

の育成でございますけれども、これにつきましては、具体的にはどういう方策をお持ちな

んでしょうか。 

○高橋経営課長 今年は、このための専門部会というのを全国でつくって、基本的には一

番進んでいるのが日吉町の森林組合なので、そこの湯浅参事などに入ってもらって、まず、

４日間、日吉で基礎的な提案型施業の研修を受けて、あと、全国に 12 のモデル組合をつく

っていますので、日吉の後、地域ごとのモデル組合での研修を２回に分けてやる。都合３
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回の研修をやるというのが、今年の、１年目のこのプランナー育成としてやっていること

です。 

○米田委員 モデル組合とおっしゃいましたが、モデル林業事業体というのはないんです

か。 

○高橋経営課長 今のところ、モデル林業事業体というのは出ていません。これは先ほど

からの議論にもかかわると思うんですが、所有者の合意を取りまとめるという作業と、そ

れを利用間伐で施業するというハードのところと、ある程度そこは、プランナーという方

は前者の合意形成の方なので、まだ事業体レベルで合意形成にこれだけやっているという

ケースが出てきていませんので、今のところはまだモデルは森林組合でやってもらってい

ます。 

○米田委員 あと、補助金についての質問なんですけれども、よく聞くところによります

と、補助金に依存した森林組合という、補助金をもらうことは当たり前としたようなとこ

ろですとか、あと、補助金をもらう受け皿としての森林組合というような性格があるよう

に伺っているんですけれども、１つは、日本の林業というのは、やり方によっては、今、

林野庁の方が説明されたように、路網整備と機械化、あと長伐期化とか、そういうものを

うまく組み合わせれば、自立に向かって進むことができる可能性を持っていると思います。 

 現行は補助金が平均的に言うと７割弱出ているわけですが、将来的には補助金を少しず

つ減らして、こういうふうな林業を育てる生産基盤をつくっていけば、補助金依存から自

立型に向かうことができるというような、そういう長期の方針とかをお示しになるという

プランはございますでしょうか。それを森林組合に向かって提示していって、いつまでも

補助金をもらって作業を積み上げていく方式からどんどん脱却していかないと、脱却して

いく方向が望ましい方向なんだよというように誘導されるとか、その辺についての方針は

いかがですか。 

○沼田計画課長 そこのところは、例えば閣議決定レベルの計画だとか、私どももいろい

ろな公式文書みたいなものもございますけれども、そういう中で明示しているかと、例え

ば補助金は減らすんですよというのを明示しているかというと、必ずしもそういう状況で

はございません。 

 ただ、私どもの考え方としては、今、林業経営をめぐる状況というのが少しずつではあ

りますけれども、好転してきている。こういう時期にきちんと基盤、いわゆる公共基盤と

いう意味ではなくて、幅広く林業のいろいろな意味での基盤なのですけれども、そういっ

たものを整備していく、ある意味ではチャンスだろうと思っておりまして、そういった意

味で、やはり施業の集約化を図っていくとか、あるいは少しでも低コストのいろいろな生

産なり作業システムというものを目指していきましょうということを考えているところで

ございます。 

 そういった中で、現状は、木材価格が依然としてまだ伸び悩んでいるという部分もござ

いまして、今、私どもとしては間伐中心で、いろいろな補助事業というものを展開してい



 

 35

るわけでございますけれども、実態としてはやはり補助金がないと、補助金を入れて何と

かプラスマイナスゼロとか、若干プラスとか、その辺になっているという状況でございま

すので、やはり当分の間は必要だろうというふうに考えております。 

 それから、補助金の将来像という話ですけれども、実は造林関係の補助金についても、

最初から間伐の補助が出ていたわけではなくて、昭和 20 年代は造林、苗木を植えるだけし

か補助金は出ていなかった。それが、実を言いますと 40 年代の後半、そのころからやっと

下刈りだとか除伐だとか、それから、その次の段階で間伐が入ってきたのですけれども、

そういった時代背景、特に 40 年代後半というのは環境保全というのがかなりプレッシャー

が強くなってきた時代でもございます。そういった意味で、補助金の対象範囲というのが

拡大していったというのが経緯的にはございます。 

 ですから、どこの世界でもそうなんでしょうけれども、ある意味、補助というのは、ど

うしても公共性があるとか、要するに、公共性があっても、電気、ガス、水道みたいに、

いわゆる民間的なものでできるということであれば、そういったやり方もあるでしょう。 

 ただ、森林整備とか、そういった場合、非常に超長期ですし、民間ベースでもなかなか

立ち行かない、一度森林が失われれば、その回復に何十年、何百年もかかるということで

すので、そういった意味で、ある程度の公的支援というのは必要だろうと考えているわけ

でございます。 

 将来、森林・林業全体の環境が好転すれば、いわゆる補助の範囲というのはそれなりに、

産業として完全に自立するということになりますので、理屈からいくと縮小するというこ

とは、それは勿論、森林・林業だけではなくて、どこの世界でもそれは理屈としてはあり

得る世界だろうとは思っています。 

○米田委員 ５の２でこちらからお伺いしたものにつきまして、先ほど、補助金の今のや

り方が、どちらかというと事後精算で、作業量掛ける幾らでやられているんですが、でき

れば、この森林を、ちゃんと施業計画をつくってやる、優良な林業事業体には交付金化の

形で、性能規定化というんですか、例えば、ここの一固まりをあなたの創意工夫でちゃん

と整備してくださいということで、まとまった形でお金を出す方がよりよいのではないか

というような意見も、いわゆる先進的な林業事業体から来ているんですけれども、それに

ついてはいかがお考えですか。 

○古久保整備課長 先ほど申し上げましたように、必要な施業の内容に応じて助成をさせ

ていただくという形でやっているわけです。確かに所得保証的な補助金に変わらないかと

いうような、関心のある人もいることはいるんですが、そういう性格にはなかなかならな

いというふうに申し上げています。 

 ただ、計画的にきちっとできるようにというためには、たくさんの人が参加する事業な

んですけれども、市町村レベルで５年間の計画を立てまして、それに基づいて、来年度で

あれば、補助事業の予算をだれがどういうふうに参加して、ここで何ヘクタール、何ヘク

タールというふうに回り振って実行して、あとは事後精算になるわけですが、そういった
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毎年度の打ち合わせみたいなものを事前によくして、計画的に補助事業がそれぞれ必要な

人が使えるように打ち合わせをしながら、予算の末端配分と執行管理、こういうのはやっ

ているという状況ですね。 

○米田委員 補助金の支払いの仕方を変えると、随分林業の効率が上がるようなやり方も

あるのではないかという気がするんですけれども、そういうことはいかがでしょうか。 

○沼田計画課長 補助金の支払いの仕方というか、確かにやったかやらないか、キチンと

やったというものに対して補助金が出るという形には勿論なっているのですけれども、た

だ、実際に始めるに当たって、林道端から、例えば 200 メートル離れているところで、30

年生の間伐だったら、このぐらいの経費がかかって、このぐらいの補助金が出ますと、補

助金の額自体、実を言いますと、先ほど標準単価ということを申し上げましたけれども、

民有林の場合、都道府県ごとに、いろいろな区分でございますが、標準単価というものを

設定しております。なおかつ、それはすべて公表するように、県によってはもうインター

ネットに出ているところもかなりございますし、そういった意味で、どこか、ここの場所

をやれば、このぐらいの補助金は出るんだというのは、例えば林業事業体の方がアプロー

チさえすれば、森林組合に聞いてもいいですし、県に聞いてもいいですし、インターネッ

トを見てもいいですし、それは全部わかるようになっています。 

○米田委員 ただ、額が決まるタイミングが、毎年、結構遅い時期に決まるようなことは

聞いたことがあるんです。 

○沼田計画課長 補助金が出るのがですね。多分、都道府県によって大分違うと思います

が、例えば今年度ですと、９月ぐらいに一旦精算して払うとか、あるいは年度末になって

しまう、年に何回かしかお金がまとまっていかないということは実態としてございます。 

○昆専門委員 基準が決まるのも何か随分遅いというお話を聞きました。 

○沼田計画課長 基準が決まる、それは年度当初に決めているはずです。 

○米田委員 毎年ちょこちょこ変わるという話で、長期で施業計画を立てるのが難しいと

いうような要望は、こちらの規制改革会議に届いております。 

○古久保整備課長 今のご指摘は、補助金の関係ですね。そうすると、補助事業の毎年度

の執行の管理に関して情報が遅れるということですか。 

○米田委員 はい。 

○古久保整備課長 とにかく、市町村有林でも幾らかやる、森林組合が長年引き受けてい

る人は何人かやる、個々の林家の人は幾らやる、来年、地域で全体、間伐、100 ヘクター

ルぐらいだなとか、こういう進行管理をしているやり方というのは、地方によってさまざ

までして、その中でどれだけ各事業体の円滑な事業運営に支障になるような事態が起こっ

ているのかどうかというのはちょっとわからないのですが、なるべく早くするようにして

くれということです。 

○米田委員 補助金による施業というときの問題点は、どちらかというとだらだら時間を

かけてやっても、人工で払われてしまうようなところも、積み上げ方式だとどうしても、
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補助金の性格として、事後精算積み上げ型だと出てくると思いますので、今、意欲ある林

業事業体を育てようとされているわけで、しかも、団地化で集約施業を長期の計画によっ

てやろうとされているわけですから、できれば、そういう政策を実現するような、もっと

実際に任された方々が頑張ったら、その分が成果になるような、新しい補助金の交付方式

も是非、いろいろな育成とともに併せて検討いただきたいと思っております。 

○古久保整備課長 今、補助対象事業の内容が、木が大きくなるに従って切り替わる時期

でして、これまで、植えて育てて下刈りをしてと、これは決まったスペックで確実にでき

るようにしなければいけないということだったんですが、だんだん利用間伐とかになって

きますし、これは工夫の余地が相当あるわけで、それをいろいろやらせてコストダウンに

つなげていかなければいけない、そのとおりでありまして、この造林関係の補助事業は標

準単価方式でやっていますけれども、併せて同じような作業に関して、２分の１相当なり、

適当な補助率相当で定額で補助をして、どこまでコストダウンみたいなことが取り組める

か。取り組んだ分は、実質、補助水準が上がるんですが、それは結構だと、そういう取組

みを促すというようなことも同時にやっておりまして、造林関係の補助が、いつまでたっ

てもできるはずのコストダウンなり創意工夫が組み込まれないような形にはならないよう

に、それは別途、取り組んではおります。 

○米田委員 質問にはないことで恐縮なんですが、利用間伐になったときは伐り捨て間伐

の率を下げるというのが大きな目標になってくると思うんです。いわゆる林地に捨ててく

る材を少なくして、今、だんだん大きくなって、利用間伐に向かっていますので、できる

限り道をつくって、その材を引き出してきて、資源として有効に活用するという割合を高

めるということが大事になってくると思うんですけれども、そういったことも加味される

ような補助事業というのも是非併せて、勿論、考えていらっしゃると思うんですけれども、

お考えいただきたいと思います。 

○事務局 よろしいでしょうか。１点だけ確認させてください。先ほどの米田先生からの

質問で、29 ページの森林施業プランナーの研修に関して、もし森林組合以外の林業事業体

の参加希望があれば、それは受入れ可能だという理解でよろしいんでしょうか。 

○高橋経営課長 そうですね。 

○事務局 排除しているわけではない。 

○高橋経営課長 はい。手間暇かかるので、心して手を挙げてもらえればですね。 

○事務局 わかりました。 

 続きまして、「森林組合の健全化等について」の質問に入らせていただきます。 

○古久保整備課長 それでは、45 ページでございます。施業計画認定者というのは、造林

関係補助を都道府県に対して直接申請できることと制度的になっています。それが、実質

的にその道が閉ざされているのではないかという指摘ですとか、それから、申請どおりに

もらうのは難しかったというような話ですとか、統一的というのが書いてありまして、直

接申請することを基本とすべきではないかと、こういう話でございます。 
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 施業計画認定を受けた者などの森林所有者が直接申請するということについて、それは

できるということでございます。具体的な事務処理は都道府県において規定をされており

ます。 

 一方で、一般に森林組合が皆さん、小規模零細で森林所有をしております。森林の施業

を受託して事業をするというのが非常に多いわけでして、そのときに併せて補助金の申請

も森林組合にお願いするというのはごく一般的に行われておって、そのことが円滑な事業

の実施、施業の実施につながっていると思います。 

 所有者個人が直接補助申請するということについて、所有者自ら交付申請するというの

は不慣れですし、委任を受けた者が補助金の申請もできるということにしておるわけでし

て、所有者が申請してもよいし、所有者に頼まれた人が申請してもよいし、それはいずれ

でも結構であるということでございます。 

 直接申請できないという指摘という話について、県に聞いてみますと、47 県全部でそう

いった実績があるわけではありませんけれども、実績のある県も過半以上になっておりま

す。森林組合以外の、計画の認定者とか、森林所有者が直接申請をしているということを

やっております。 

 それから、森林組合の裁量によって補助が受けられなかった指摘があるというのは、こ

れは実情がよくわかりませんけれども、先ほど申し上げました造林関係の補助事業の進行

管理というのは、ちょっとややこしいところがありまして、たくさんの人が今年こうやる

よというので参加している。しかし、個人の方によっては、今年のものを来年に回すとか、

いろんなことが起こってまいります。もしくは、より進んで、今年やりたいと。そうする

と、仮に都道府県が受けていたとしても、一部の補助金については、来年度に回してくれ

とか、いろんなことを実態的にはやっているんではないかと思います。この指摘自体は、

森林組合だけが、何かうまくいかなかったということですけれども、これは実情をよく見

てみないと何とも言えないなというふうに思います。 

 次の 46 ページでございますが、森林災害復旧事業、緑資源機構の水源林造成事業、林業

公社の造林事業、この多くが随意契約で森林組合の独占状況にあって、新規参入できない、

いち早く改善すべきということであります。 

 森林災害復旧事業というのは、台風などで倒れた木があって、それを片づけながら次を

植えるということで、特殊な技術、また緊急にやらなければいけない面があります。都道

府県とか市町村とかがやるわけですけれども、事業の緊急性、確実性、技術的な特殊性と、

こういったもので契約方法を判断しているものである。実際には随意契約が多いようでご

ざいます。どこでやっているかはちょっとよくわかりません。 

 それから、林業公社の造林事業の発注も、林業公社の設立目的がそれぞれ、陸の孤島の

ようなところの雇用創出であったり、いろいろなことがありますので、地域での事業の政

策目的などから契約方法を判断しているというふうに思います。これも公社の方もかなり

高い割合で随意契約で発注しているということは聞き取っております。 
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 あと、緑資源機構の水源林造成事業、これも分収造林方式でやるんですが、長期にわた

る分収造林契約、土地所有者と相談の上、決める造林者、それと緑資源機構が三者で契約

を結ぶという方式をしていまして、数十年にわたる契約期間を通じまして、造林者はだれ

というふうに決めるわけです。一度決めますと、その手入れをするたびに相手を選定する

わけではございませんので、随意契約で発注しているという指摘は当たりません。 

 ただ、こういった造林者を決める際には、その地域の森林造成を確実にする観点から、

森林所有者の意見等も聞きながら選定をしている。森林組合の場合もありますし、それ以

外の場合もありますということでございます。 

○高橋経営課長 47 ページですけれども、森林組合のガバナンスについての問題意識とい

う御質問ですが、１番のところは基本論で、森林所有者の協同組織として、それに奉仕す

る、あるいは事業活動を行うに当たっても、その負託に応えていくというのが当然だと思

っております。 

 これを今の状況に当てはめますと、端的に森林組合はどういう事業に重点化すべきか、

ということが２の①に書いてございまして、やはり間伐の対象区域も拡大してきますので、

間伐材を伐採、搬出して、その販売益を所有者に還元していくということで、その事業を

展開していく、それが基本だと思っております。 

 それで、①に書いたような、先ほど来の施業プランナーですとか、低コスト化とかとい

う話になるわけですが、特に今年の９月に林野庁長官通知の指導方針の中で②③のような

ことを書いてございまして、まず、森林組合ごとに、自分のところでの利用間伐にだれが

どう取り組んでいくか、要するに集約化というソフトをやる主体、それから、実際の施業

のハードをやる主体、それぞれを明確化してくれ、その際に私どもとしては、できる限り

多くの森林組合が、少なくともソフトの方のプランナーを育成してやってほしい。 

 ただ、低コストの利用間伐というハードになりますと、高性能機械とか、作業路とか、

かなり高度な技術が要りますので、それを自前でできるところは排除はしませんが、それ

は民間の他の事業体に外注するというケースも、これはかなり多く出てくると思っており

ます。そういう体制を明確化してくれということです。 

 実際には、先ほどの施業プランナーの育成も含めて、今、全体で 760 ぐらいある森林組

合のうち、今年度は約 200 が開始をしています。来年度、再来年度、200 ずつがやって全

体の８割ぐらいをカバーするようにというような目標で今、指導を行っているところです。 

 次のところで、森林組合の作業班の外注化や組織の分離ということについてですが、現

在あります作業班の大部分３分の２ぐらいの作業範囲はまだ造林保育を行う、かなり高齢

のベテランの方が多くなっています。 

 ただ、これから政策的に大事になる利用間伐の方は、高性能機械とか作業路とか、そう

いう体制を持っている森林組合自体はまだ多くありません。例えば素材生産量 5,000 立方

以上で５人以上というのは、要するに１チーム組めるというような森林組合は全体の７分

の１ぐらい、106 程度ですので、そういう意味では、他の民間の事業体に外注するという
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のが現実的というケースは多々出てくるかと思っております。 

 なお、組織の分離ということの意味なんですが、今、現に雇っている人の雇用関係の解

消ということになりますと、そういう人は自分で事業体としてマネージできるような人と

は限りませんので、他の事業体に受け皿がないと雇用が安定しないという問題が出てきま

すので、今、現に雇っている人はこういう配慮が要ると思います。 

いずれにしても重要な利用間伐について、そういう高度な施業を森林組合が外注してい

くということ、これは選択肢として当然考えておかなければいけないことだと思っており

ます。 

 次に、森林組合の経営の関係です。まず、事業区分ごとの経営状況ということなんです

が、１番で概況を、円グラフの下を見ていただければと思うんですが、全体の総取扱高、

事業損益、経常損益と、これは括弧が１個ずつずれていまして、恐縮ですが、総取扱高に

対して、１組合平均が 3.04 億円、事業損益に対して１組合平均が 149 万円、経常損益に対

して平均が 260 万円ということで、ウエイトとしては、利用部門、要は造林とか間伐とか、

そういう山に入っての利用部門が 58％で、一番ウエイトが高くなっています。事業損益ベ

ースでは黒字が 62％ということです。 

 御質問の事業区分ごとの損益ですが、これが会社法の制定に伴った改正を一昨年やった

ばかりでして、18 年度からそういう損益決算の義務づけをしております。そういう意味で、

18 年度の統計がまとまるのが今年度末になりますので、現時点では御提示できない状況で

ございます。事業区分ごとの損益の状況を明らかにすべしという根拠規定が森林組合法の

51 条でございます。 

 51 ページですが、貸借対照表と損益計算書の事業区分ごとの財産・損益の状況です。損

益計算書については、今、申し上げたとおり、現時点では義務づけられております。それ

から、財産の事業区分ごとの状況というのは、貸借対照表をそういうふうに分けるという

ことですと、多分それは余り一般的でないので、貸借対照表の方はそういう義務づけはし

ておりません。損益計算書の損益はやっております。 

 52 ページで、組合員から決算関係書類の閲覧請求があった場合、正当な理由がない限り

拒んではならない。それから、会社法の施行に伴う改正で、総会の招集通知にそもそも添

付をするという義務づけを行っております。したがって、決算関係書類は当然、組合員の

手元にいくという措置をしております。 

 53 ページですが、国からの補助金の経理上の扱いですけれども、これは事業勘定に含め

るのではなくて、預かり金として処理すべきと指導しているところでございます。 

 次に、監査の関係ですけれども、幾つかございますが、まず、森林組合連合会の監査と

いうのが法律の根拠があって、会員である森林組合を対象に行っております。 

 外部監査というのはどういうものかということについて、一義的な定義があるかどうか

承知しておりませんので、少なくとも別法人であるという点だけはお答えできるかと思い

ます。 
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 それから、森林組合はいわゆる信用事業を行っておりませんので、信用事業をベースに

した議論と同列に必ずしも扱う必然性はないのではないかと思っております。 

 それから、監査法人監査というのは、かなり経費がかかるんではないかと思っておりま

して、実態的には御承知のように、農協、漁協と比べても、事業取扱高や出資金のレベル

において、森林組合というのはかなり小規模ですので、監査法人監査という規模まではな

かなか、事業内容からしても、ちょっと過大になるのではないかと思っております。 

 ただ、監事に外部の公認会計士などを入れて監査の適正を期すようにということは指導

してきているところでございます。 

 いずれにしましても森林組合は先ほど言いました提案型施業のような業務をきちっとで

きるように行政も含めて指導していくことが一番大事ではないかと思っております。 

 55 ページですが、組合員の意向で監査法人監査を選ぶということは、それは勿論、組合

員の判断で可能です。ただ、経済的負担などで、ちょっと現実論として大丈夫かという懸

念がございます。 

 以上でございます。 

○事務局 利用促進の方も続けていただけますか。 

○岩本木材利用課長 それでは、56 ページをお願いします。木材の利用促進についてです

けれども、まず、森林を健全に育成して、地球温暖化防止を初めとした多面的な機能を発

揮していくというふうなことについては、間伐等の森林整備と併せて産出される木材の利

用を促進していくことが非常に重要であるというふうに考えております。 

 この間伐等の木材の利用を促進するということでは、品質、性能の確かな製品、これは

安定供給していくということ、それから、もう一つはやはり新たな需要の拡大ということ

が必要ではないかと考えております。 

 このため、川上と川下の連携による大ロットかつ安定的な供給体制の整備、それから、

高い事業効果が見込まれる事業者に対する集中的な支援をやりまして、製材・加工体制の

大規模化を図る。それから、間伐により出材されます小径木、あるいは曲がった材、こう

いうふうなものを合板、あるいは集成材に活用していくというふうな技術開発も含めて利

用促進を図っていく。 

 また、需要拡大対策というふうなことでは、国産材利用の大宗を占めるのが住宅分野と

なりますので、ここにおきます消費者ニーズに対応した製品の開発、あるいは一般の人々

がよく木に触れるというふうなことから、公共施設への木材の利用の促進、あるいは低質

材を木質バイオマス燃料として熱供給施設で活用していくというふうなことをどんどん進

めていくことが必要ではないかと考えております。 

 また、「木づかい運動」ということを聞いたことがあるかもしれませんけれども、一般

の人に対して、国産材利用に対する理解、意義、これを啓発普及していくというふうなこ

とで、この「木づかい運動」に取り組んでおります。この 10 月がまさしく「木づかい月間」

となっておりまして、いろいろなイベント等を開催したところであります。 
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 更に、近年では、間伐材を原料にした紙製品、紙製ファイルでありますとか、あるいは

飲料用の缶に代わる紙製のカップ、カート缶と呼んでいるんですけれども、そういうふう

なものの普及、あるいはコピー用紙、今、北海道庁では間伐材を一部含んだコピー用紙を

使っておるわけなんですけれども、九州の方面でも間伐材を使ったコピー用紙をつくって

調達しようというような動きになっております。この点につきましては、既に御存じだと

思うんですけれども、６月の集中月間の全国規模の規制改革要望ということで、このコピ

ー用紙の調達についての見直しが必要ではないかというふうな要望が出されたというふう

になっております。 

 このように、今後とも地方公共団体等、関係機関といろいろ連携を取りながら、間伐材

のいろいろな分野での使用、利用というふうなことに努めていきたいというふうに考えて

おります。 

 以上です。 

○事務局 ありがとうございました。 

 先生方、お願いします。 

○米田委員 まず、森林組合の方の、46 ページ目の２番の方なんですけれども、そこから

教えていただきたいんですけれども、随意契約に関する問題です。通常、公共事業で随意

契約、災害特約、災害時に、例えば建設業団体と地方自治体が、災害があったときはこう

いうふうに救助しましょうというような、二次災害を防ぐということで、災害協定などを

結んで、それを根拠に、災害時はとにかく急いでやらなければいけないので随契が取られ

ることがあるんですが、林業の場合は、災害に関する協定のようなものは結ばれているん

でしょうか。 

○古久保整備課長 多分、ないと思います。というのは、森林災害、台風で木が倒れると

いうのはめったになくて、例えば、平成 16 年に岡山県、兵庫県でものすごくたくさん木が

倒れました。そういうところでも、役場なども全く経験がないことだったので、役場の職

員が街中の災害調査に追われる中で、森林組合にとにかく山の中を全部見て回ってくれと

お願いをして、半月ぐらいかけて、ようやく森林被害の状況を把握したというようなこと

がありました。それもお願いベースでやってもらったというようなことを言っていました。

協定とかがあれば、そういうふうに話が聞けたんだろうと思いますけれども、そもそもそ

の地域では、そういった被災の経験が数十年なかったんです。協定は一般的ではないと思

います。 

○米田委員 今の時代、随意契約はなるべく、公平性、情報の透明性を高めるために見直

していこうという大きな動きがありますけれども、地理的要因とか、ほかに相手がいない

というような、ほかに担える林業事業体がいないということもあることは承知しておりま

すが、これからは新たな意欲ある林業事業体を育てていかれるという前提ですので、災害

時は別としましても、例えば林業公社ですとか、そういうところはもう少し随意契約を減

らしていく方向で是非御検討いただきたいと思うんです。 
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○古久保整備課長 事業の特殊性はありますけれども、入札にかけられるものはやってい

くようにというのは、各県にも要請はしています。どの程度のペースで徹底してできるか

というのは、林業公社、全国で 40 ほど公社があって、その発注状況を見ますと、１件平均

100 数十万とかいうのがたくさん、少額でたくさんの契約なんですね。どんなふうなペー

スでできるのかどうか、それから、先ほど申しました本来の政策目的をどう判断していく

かということはあるんで、引き続き県の方には、透明性をきちっと持って、不必要に閉じ

たことにならないようにというのは重要だと思いますので、要請をしていくということで

はないかなと思います。 

○米田委員 ２点目なんですけれども、一番最初の 45 ページの話ですけれども、現実に森

林組合、独立系の林業事業体をやっていらっしゃる方から、なかなか自分の方には直接補

助申請がしにくいということがこちらに届いているんですけれども、制度的には今は問題

はないはずだということがまず第１の見解ですよね。しかしながら、地方によっては、実

態運用の中でそうでないケースがあるということがありますので、その辺については、こ

れからガイドラインを出されるとか、何かいろいろ方法あると思うんですが、制度的にオ

ープンになっているんですよということを現場に周知するための方策というのは、どうい

うことをお考えでしょうか。 

○古久保整備課長 直接補助申請できるということ自体は、ちょっと調べればすぐわかる

ことですので、各種パンフレットとか、そういうものにも書いてあります。あとは、各都

道府県での事業の執行管理といいますか、そういったものの透明性の話になってくるんだ

と思います。これまで何か問題があるというような情報があれば状況を聞いたりしていま

すけれども、それほど頻繁ではありません。各県でそれぞれ透明性を増していくようなこ

とをきちっと要請していくということかと思います。 

○昆専門委員 国の政策がある程度、健全な方向に向かっていたとしても、実は、農業、

農協の場合も同様なんですけれども、地方自治体や、あるいは行政機能が一部かかわって

いるような農協組織だとか、こういう森林組合ですね、そこではかなりローカルルールと

いいましょうか、あるいは従来の慣行といいましょうか、人々の意識といいましょうか、

そういうところにのっかってしまうところというのが、いわば文化の問題みたいなところ

でそういうことはよくあります。逆に言うと、例えば農協の独禁法違反みたいなことを去

年いろいろお話して、改めてキャンペーンをやっていただいたわけです。そういうような

意味で、実は制度的にはしっかりしていたとしても、それが運用されていないというよう

なことが、農業や林業の場合にままあると思うんです。そういうことを今、米田委員がお

っしゃったような意味合いで、もっと積極的にそこをやっていくとかいうことが必要なん

ではないかと思います。 

 それから、今日、欠席している委員が、事務局の方にこれこれということを委託をして

おるものですから、事務局の方から。 

○事務局 何点かあるんですけれども、まず、47 ページのところに、今後、森林組合の指
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導方針を見直して、森林組合を選択する時代に向かっていくという記載があるんですが、

協同組合の場合、農協、漁協でも、それぞれ営業エリアというのを定款で定めていまして、

それぞれのエリアを侵害しないように形で独自のルール的にやっているのが実態なんです

が、森林組合においては、そういうエリアの定めがないという状況なんでしょうか。なけ

れば選択はできると思うんですけれども、設けているようであれば、実質的な選択は起こ

り得ないはずなんですが、いかがでしょうか。 

○高橋経営課長 ２つありまして、当然、組合ですから、組合員資格を特定する必要があ

るので、地区はあります。ただ、こういう書き方をしているのは、地区外の所有者とか、

他の森林組合やその組合員から施業を受託できないかというと、それは可能になっていま

して、特に森林組合の場合は、員外か員内かというカウント上は、すべて員内になってい

ます。したがって、実質的には量的な制限がない。要するに、員外というのは員内とのバ

ランスで限定があるんですが、員内カウントということは、相当やっても制限がないとい

うことなので、だから、基本は地区概念はあるんですけれども、例えば利用間伐みたいな

施業は隣の森林組合しか体制がないというんであれば、それはそっちにやってもらうとい

うことは現実にあり得るんではないかという、そういう背景でこういう書き方をしていま

す。 

○事務局 それとちょっとつながるんですが、バランスシートの方の区分がないというこ

と、ＰＬの方の区分があってバランスシートが無いとなると、これは農協、漁協の方でも

指摘しているんですが、実質、単年度のＰＬで区分されていたとしても、その結果、それ

ぞれの事業ごとの資産効率であったり、将来予測というものをしようとしても、例えば売

掛先が、どの事業に当たる売掛先なのか、資産がどの事業においてどれだけ有効に利用さ

れているのかということが区分されていないとわからないわけですね。 

 確かに株式会社の方も区分はされておりません。ただ、実質的に会計の方のスピードが

早まっておりまして、なるべくセグメント化していくという方向で、株主に対して事業ご

との資産の有効活用度合い、もしくは株主に対する貢献度合い、そういったものを開示し

ていっているわけです。 

 これで見ますと、組合員に対してどれだけ貢献しているのか、また、赤字の組合がある

ということですから、それをどのように改善していくのか、それがどの事業による原因が

主なものなのか、そういったものはＰＬだけでは実はわからなくて、会計士の方も、もし

赤字であれば、そこについての判断、指導というものが求められていくわけですね。 

 ですから、ここは、なぜ区分する必要がないとおっしゃるのか。まさに今、おっしゃっ

た、員外カウントをしていないということであれば、実質、組合員に対してどれだけ売上

上、貢献しているのかどうかが、実は実質的な員外カウントとごっちゃになって算定され

てしまう可能性があって、特に見えにくくなる可能性もあるわけですが、このバランスシ

ートを区分しなくてもいいというお考えはどこから、どういう根拠に基づくものか、もう

一度教えていただけますでしょうか。 
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○高橋経営課長 基本的には、会社法の制定によって損益の方の区分をするようになった

というのも、ある意味ではかなり後追いで、一般ルールにようやく追いついたということ

だと思いますが、ここでお答えした基本は、貸借対照表も事業区分するという一般的なル

ールができれば、それはまた導入していくということになるかと思いますけれども、森林

組合が先行してそのルールをつくるというよりも、まず全体のルールがあってしかるべき

ではないかというのが基本認識です。 

 それから、員外と員内との振り分けというのは、今、制度論を申し上げましたけれども、

まだ実態論として、そんなに員外からたくさん受託しているという状況にはありませんの

で、実態としてそこが大きくて、情報開示が不透明ということには今、なっていないと思

います。それはまた増えてくれば、個々のケースとして適切に情報なり経営力の積算とい

うのは必要になろうかと思います。 

○事務局 続けてお聞きします。53 ページに補助金の勘定を、ここには預かり金として処

理すべき指導とされていますけれども、実態的には、何件か見てみますと、決算議案等に

おいて売上収益の欄に補助金収入というのを計上されている森林組合、私の段階でも３つ

ぐらい確認しておりますが、そういった処理が多いのも事実だと思います。本来であれば、

組合員のための補助金でありますものが、実態として森林組合の収益と直接計上されてい

るという実態が起こっているんですが、これについて指導されている、実際に林野庁の方

でもそういった実態は把握されているということなんでしょうか。 

○高橋経営課長 個々の森林組合にまで、我々、定期検査にも入っていませんので、そこ

は都道府県が最終的には指導する立場だと思います。したがって、この預かり金というの

は、経理の処理の仕方として、書き物も含めてマニュアルみたいなものがありますので、

もし不適切な経理ということであれば、最終的には都道府県検査のときに指摘して是正さ

れるべきものだと思っております。 

○事務局 あと、大泉先生が指摘された残りの１つなんですが、監査のところで、外部監

査というものは何を指すか、これは会計上の一般的な利害関係のない者が監査をするのが

監査であるということです。 

 ただ、農林水産業については、それぞれの法において、農協であれば全中であったり、

漁協であれば全漁連、森林組合であればこの森林組合連合会が監査をするというふうにな

っているんですが、やはり利害関係者であるという認識は我々の方では変えられないとい

うのが農林水産業全般の考えでありまして、これについてはやはり現在、見直すべきでは

ないかという問題意識を持っております。 

 特に赤字の森林組合においては、本来、監査人というのは、存続性の観点を意見すべき

項目がちゃんとありまして、そういったことを意見していなければいけないはずです。是

非御確認いただきたいんですが、恐らく監査報告書において、適正に会計処理は行ってい

るという報告にとどまっている状態で、特段、存続性のところのコメントをしている監査

報告書というのは余り見られないんではないかと思います。これは推測ですが、漁協、農
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協の方でもそうではないかと申し上げています。 

 やはり監査というものが利害関係者でない第三者によって行われるべきもの、それは会

計処理としても同じなんですが、法令定款違反、もしくは存続性の判断、そういったもの

が適切に示されていないのであれば、更に、こういった監査に対しては見直しが必要だと

いう問題意識を今日、参加されていない委員から伝えられておりますので、特段、御回答

は結構でございますが、そういった問題意識を持っているということだけを今後のあれに

させていただきたいと思います。 

 以上です。 

○米田委員 今度は 47 ページと 48 ページで御質問させていただきます。今日のお話を総

合的にお伺いすると、これからは提案施業のプランニングの部分とソフトの部分と施業、

ハードの部分を分離して考える、分離して執行するべきだという大きな方針ですね。まず、

林野庁としては。 

○高橋経営課長 分離しているというか、そもそも概念上は分かれるとは思っています。

ただ、それを必ず分けるかどうかというのはケース・バイ・ケースで、森林組合が自前で

機械を持って作業路も作れるというのであれば、それは森林組合が持つケースもあると思

いますし、それは民間事業体に外注するケースもあると思います。 

○米田委員 ただ、森林組合の問題の中で、例えば、作業班を内包していることが、林業

の効率化というものについて、少し効率化を遅らせる要因になっているのではないかとい

う指摘があるんですけれども、将来的に、大きな方向として、森林組合はどちらかという

と、森林の所有者の方々が集まってつくっている協会ですから、団地化がしやすいという

ことがあって、どちらかというと提案プランニングの部分に注力していくべきで、施業の

方は外部の林業事業体がちゃんと機械化をして路網整備しながら担っていくという方向が

政策的には望ましいとお考えになっているのかどうかということを教えていただきたいん

です。 

○高橋経営課長 そこは本当に現場の森林組合の判断で、例えば日吉町の森林組合も自前

で作業班を持っているわけです。そのこと自体が何か競争を阻害しているとは思いません。

ただ、先々、小さな森林組合が自前で抱えること自体の人件コストを考えて、それは分離

をして別事業体にしてやってもらった方がいいと判断をすれば、そういうケースもあると

思いますので、政策的に別が一律にいいということではない。ただ、当然、外注するとい

うことは十分あり得るというふうに考えています。 

○沼田計画課長 ちょっと補足させていただきますと、いろいろな御意見はあるのだろう

と思っています。私個人の考えになるかもしれませんけれども、大きな問題というのは、

それぞれの地域なり、中において、どれだけマネジメントできるマンパワーがいるかだろ

うと思っています。本当に１人が全部やっているというようなところもあるので、そこは

恐らく森林組合と事業体が絶対一緒になって、例えば、そこの参事さんなり副組合長さん

なのかもしれませんけれども、そういったところがどんどんやっていくという世界になろ
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うかと思います。 

 ただ、理想論からいくと、いろいろな方々が切磋琢磨して、全体として地域を底上げし

ていくというのが、理屈からいってもそうだと思いますし、また、外から、例えばＩター

ンとか、そういう形で人が帰ってきて、林業に従事していただく、ないしは林業経営に従

事していただくというのは本当は理想的なことだろうというふうには思っていますから、

方向としては、いろいろな方々が林業、森林経営というものに参入して、そこが地域全体

としてレベルアップしていくというのは絶対そうだと思います。 

 ただ、現状は、作業としてもなかなか自立していないというのが現状ですし、マンパワ

ー的にも、それだけマネジメントできる人の数というのもやはり限られているということ

なので、現状は森林組合がしっかりしているところでないと、やはり何事もうまくいかな

いなと思っています。 

○昆専門委員 まさに沼田課長がおっしゃったとおりだと私たちも思っているわけです。

まさに経営者のいるところがうまくいくわけです。経営者でなくて、先ほど米田委員が御

発言になったように、補助金を受け取る受け皿化した状態というところが、逆に言うと、

少なからぬ森林組合がそういう体質になってしまっている。そういう中で、いかに経営者

を育成していくか、あるいはもう既に手を挙げていたり、意欲を持った方が、個人事業者

でもおいでになるわけです。そういう人たちの活動の場といいましょうか、あるいは活性

化できる条件、あるいは経営者そのものを育てるための支援、あるいはそれを阻んでいる

さまざまな要件を、先ほどの情報公開のところで出てきた話題だとか、先ほど来出ている

事業を受ける条件の問題だとか、そういうところでまだまだ、先ほど沼田課長がお話しに

なったことを実現するためにやるべきことというのはかなり考えられることではないかと

思うんです。 

○沼田計画課長 そこは日々努力をします。 

○米田委員 ちょっと気になったんですけれども、森林施業プランナーの育成を、勿論、

森林組合を御指導されるという一環でやられることは大事なことだと思います。しかしな

がら、このプランナー育成をもっと普通の、森林組合以外にもやっておられますか。 

○高橋経営課長 今、206 のうち、民間事業体で施業プランナーの育成研修に当座、手を

挙げてきたのは、鹿児島に２つです。都道府県を通じて別に募集しています。 

○米田委員 広く、オープンにやっていらっしゃるわけですね。 

○高橋経営課長 オープンにしています。集約化という、割と手間暇かかる、そこまでや

ってやろうという事業体が出てくれば、これは全く排除する考えはないです。 

○米田委員 わかりました。 

○沼田計画課長 あと、例えば造林関係の補助事業で、いろいろな研修があるのですけれ

ども、それも森林組合系統の方々、それから、いろいろな造林なり、素材生産関係の事業

体の方々、一緒になって研修は受けております。そこは門戸を閉ざしているわけではござ

いません。 
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○事務局 １点だけ。木材利用に関して、規制改革要望が出ているのは承知しております。

これについて、林野庁の方で後押しされているのも承知しているんですが、実際に環境省

との調整というんですか、そこら辺についてコメントいただければ、今後のあれになるん

です。 

○岩本木材利用課長 一応、今、環境省との調整が始まっておりまして、とりあえず環境

省としても見直しが必要ではないかというふうな考えに立っているというふうに当方は理

解しております。それに基づいて、まだまだ当方としても疑問に思うところがたくさんあ

りますので、今後とも調整していく必要があるのかなというふうに思っております。ただ、

かたくなに環境省としても何もしないということではないというふうに考えております。 

○事務局 わかりました。よろしいでしょうか。一応、今日のあれを受けまして、当方内

部でまた議論しまして、次回以降については答申案文というような形でお送りさせていた

だきまして、その案文に基づいて議論をさせていただきたいと思っております。今後とも

よろしくお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

 

 


